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令和２年第１回訓子府町議会定例会会議録 

 

 

○議事日程(第２日目) 

令和２年 ３月 ６日（金曜日）       午前９時３０分開議 

 

第１２ 議案第１３号 訓子府町史編さん委員会条例の制定について 

第１３ 議案第１６号 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

第１４ 議案第１８号 訓子府町介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

第１５ 議案第 ７号 令和２年度訓子府町一般会計予算について 

第１６ 議案第 ８号 令和２年度訓子府町国民健康保険特別会計予算について 
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第２０ 議案第１２号 令和２年度訓子府町水道事業会計予算について 

第２１ 議案第１４号 職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例の制定につ 

           いて 

第２２ 議案第１５号 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制 

           定について 

第２３ 議案第１７号 災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例の制定に 

           ついて 

第２４ 議案第１９号 訓子府町営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定について 

第２５ 議案第２０号 地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備 

           に関する条例の制定について 

第２７ 報告第 １号 定期監査結果報告について 

第２８ 報告第 ２号 出納検査結果報告について 

第２９ 報告第 ３号 所管事務調査結果報告について 

第３０        所管事務調査について 
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開議 午前 ９時３０分 

    ◎開議の宣告 

○議長（須河 徹君） 皆さま、おはようございます。 

 本日は大変な悪天候の中、ご参集いただきまして感謝申し上げます。 

 それでは、定刻になりました。 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 本日の出欠報告は、本日は、全議員の出席であります。 

 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配布してあるとおりです。 

 

    ◎議案第１３号、議案第１６号、議案第１８号、議案第 ７号、議案第 ８号、 

     議案第 ９号、議案第１０号、議案第１１号、議案第１２号 

○議長（須河 徹君） 昨日に引き続き、議案第７号 令和２年度訓子府町一般会計予算

の歳出から提案理由の説明を求めます。別冊予算書４５ページです。 

 副町長。 

○副町長（森谷清和君） 昨日に続きまして、議案第７号 令和２年度訓子府町一般会計

予算について説明いたします。４５ページからの歳出の事項別明細書から説明いたします。 

 歳出につきましては、説明欄のある右側のページを示させていただきますので、よろし

くお願いしたいと思います。 

 また、歳出におきましても特徴的なもの、増減額の大きなものを説明いたします。なお、

増減額につきましては、基本的に前年度との比較であります。 

 最初に、前年度は、消費税引き上げ前と引き上げ後の両方の積算をして予算計上してお

りましたが、本年度は、消費税引き上げ後で１年間積算していること、また、北海道の最

低賃金がこの３年間で１０％弱伸びており、これに関連して資材等も値上がりし、委託料

や工事関連経費が上昇の傾向にあり、予算に反映されていることをご理解いただきたいと

思います。 

 また、冒頭も申し上げましたが、会計年度任用職員制度への移行、事業区分の再編など

から、前年度との比較がしにくい面もありますことをご了承いただきたいと思います。そ

れでは説明に入らせていただきます。 

 まず、１款、議会費になります。 

 １款、１項、１目、議会費の事業区分、２．議会運営費では、任期中１回行われる全議

員による道外視察研修の実施などにより１３３万５千円増の５８６万８千円を計上。 

 次に、事業区分、３．事務局費では、道外視察研修随行旅費２６万８千円の増、北海道

町村議会議長会府県行政委託調査にかかる負担金１８万５千円の計上、事務補助員の会計

年度任用職員移行に伴う３２万６千円の増など、事業全体で７６万７千円増の３３６万５

千円を計上。 

 ここで、会計年度任用職員制度移行に伴う比較内容をご説明申し上げます。 

 会計年度任用職員の報酬、ここに報酬が載っておりますが、１５５万９千円、職員手当

等３３万８千円、それから４８ページの共済費３０万７千円、これら合わせて２２０万４

千円、この額から前年度の臨時的任用職員の賃金１６１万２千円と共済費２６万６千円の

合計１８７万８千円を差し引きますと３２万６千円の増となります。 
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 なお、これ以降は、時間の関係もあり、細かく科目別に予算の比較ではなく、会計年度

任用職員と前年度までの臨時的任用職員にかかる経費の合計額の増減額を示しますので了

解願いたいと思います。 

 次に、５０ページ、ここからは、総務費になります。 

 ２款、１項、１目、一般管理費の事業区分、１．総務一般管理事業は、事業区分の再編

により、前年度までの各種委員会運営費、各種表彰事業を統合して計上しており、対前年

度２４万６千円増の６４５万１千円を計上。 

 それから、一番下の事業区分、３．庁舎等維持管理事業は３７６万円減の２，９５６万

１千円を計上。 

 ５２ページの需用費の燃料費では、予算積算単価がリッター当たり１０円下がり６３万

９千円の減、光熱水費の電気料については、前年度は検針日変更の関係で１３か月分計上

しておりましたが、本年度は１２か月分となり１か月分少なく１８７万１千円の減、これ

は高圧利用の他の施設も同様となっております。 

 また、備品購入費では、前年度計上の事務用デスクおよび掃除機の購入がなく、事務イ

スも１１脚から５脚に減っておりますので１３３万円の減額計上。 

 次に、事業区分、４．交流事業では、姉妹町交流事業と職員の人事交流事業を統合した

もので、本年３月末に職員の入れ替わりがあり、それに伴う前年度計上の赴任旅費５０万

４千円の減、また、前年度当初留保の負担金、補助及び交付金の津野町交流事業推進協議

会交付金分で９０万円の増など、差し引き事業全体で４１万６千円増の１９１万円を計上。 

 次に、ページめくっていただきまして、５４ページの事業区分、６．職員管理研修事業

は９５万６千円減の５６１万５千円を計上。旅費では、隔年で実施の市町村中央研修所に

おける研修９万９千円、高知県大川村で開催の全国小さくても輝く自治体フォーラム参加

旅費３４万５千円など３０万４千円の増額、委託料では、会計年度任用職員制度導入支援

業務が終了したことによりまして１２６万１千円の減額計上となっています。 

 次に、その下の事業区分、７．情報管理事業は５，３８４万６千円減の５，０４６万３

千円を計上。委託料では、前年度実施のインフラサーバー仮想導入業務６２４万２千円の

減、庁内イントラネットワーク導入業務１６１万３千円の減、一方、会計年度任用職員制

度導入などによる財務会計システムの改修と被保険者番号個人単位化による健康管理シス

テム改修に合わせて４７３万４千円の新規計上などにより５６９万１千円の減額、備品購

入費では、前年度計上のインフラサーバー仮想機器類分など５，００２万５千円の減額計

上となっております。 

 次に、ページめくっていただきまして、５６ページの事業区分、８．各種基金積立金で

すが、２９２万４千円増の３，３８１万２千円を計上。ふるさとおもいやり基金は寄付金

３００万円の減額を見込んで計上、地域活性化基金には、まちづくりパワーアップ分とし

て町民税個人現年分の１％、２４０万円を積み立て、森林環境譲与税基金には、森林環境

譲与税同額を積み立てることとしておりまして、３５９万４千円を計上。 

 次に、ページめくってただきまして、５８ページの４目、公有林管理費の事業区分、１．

町有林管理事業は、火災保険料加入更新面積や管理作業量の増減などにより各科目の予算

の増減はありますが、事業全体で４５万円増の６８４万円を計上です。なお、町有林監視

については、前年度まで非常勤特別職員として報酬に組んでおりましたけども、本年度か
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ら業務委託することとし、委託料に組み替えて計上しております。 

 次に、事業区分、２．町有林整備事業（補助）については、間伐面積が３９．４８ｈａ

と前年より２３．１３ｈａ増えたことなどにより、委託料では、２，５９５万９千円の増

額計上、事業全体で２，５５５万２千円増の５，１３３万９千円を計上。なお、造林業務

の内容につきましては、昨日説明しました予算説明資料の１０ページに載っておりますの

でご覧いただきたいと思います。 

 次に、事業区分、３．町有林整備事業（単独）、これについては、皆伐面積が４．２３ｈ

ａ増加し、委託料で５１４万１千円の増額計上となっています。 

 次に、５目の保安林管理費、事業区分、１．保安林管理事業は、倒木処理がおおむね済

んでいることから、委託料の暴風被害対応業務が４６万６千円の減となるなど、事業全体

で５０万９千円減の３９万９千円を計上。 

 次に、事業区分、２．保安林整備事業（補助）は、本年度、新植、下刈などを実施する

ことによりまして、委託料で５９万４千円の増、原材料費２８万３千円計上など、事業全

体で８７万４千円増の１８７万５千円を計上。 

 次に、ページめくっていただきまして、６０ページの６目、住民活動費の事業区分、１．

広報広聴事業は、町史編さんをスタートさせるため、編さん委員会委員報酬２４万円を計

上、また需用費、印刷製本費に町のパンフレットの増刷分３９万２千円を計上するなど、

事業全体で７６万７千円増の６１１万３千円を計上しております。 

 次に、事業区分、２．住民活動促進事業は、前年度当初留保の各町内会および各実践会

の活動費補助金を計上のため、４２９万９千円の増額となっております。 

 次に、６２ページになります。 

 ６２ページの下の方の７目、住民安全対策費の事業区分、１．危機管理対策事業は、前

年度までの防犯等住民安全対策事業のうち、総務課所管の防災部門の経費を計上しており

ます。 

 また、６４ページに事業区分、３．防犯対策事業がありますが、これについては防災関

連経費を除いた町民課所管の経費を計上しております。 

 ６２ページの危機管理対策事業ですが、これについては前年度同額計上。 

 次に、６４ページの事業区分、３．防犯対策事業では、本年度防犯カメラを３台設置す

ることとし、消耗品費にカメラのＳＤカード代６万６千円、光熱水費に電気料１万５千円、

委託料に設置・調整業務代としまして１０６万４千円を、使用料及び賃借料には電柱添架

料４千円とＳＤ交換に要する高所作業車借上代２万２千円を、合計１１７万１千円を、そ

れと前年度留保の防犯協会活動費補助金、暴力追放推進協議会活動費補助金の計上により

まして、事業全体では１３１万１千円の増額計上となっております。 

 次に、８目、同じ６４ページですけども、８目、企画費の事業区分、１．企画一般事業

は、まち・ひと・しごと創生関係経費を後ほど説明いたします、事業区分、６．地域振興

事業に組み替えたこと、それと管内市町村で取り組んだオホーツクイメージ戦略事業が終

了したことなどによりまして３３万１千円の減額計上となっております。 

 次に、６６ページになります。 

 事業区分、２．地方交通対策事業です。委託料の高齢者ハイヤー利用サービス業務では、

利用増の傾向から前年度実績見込みの１．１倍３３５万３千円の増額、負担金、補助及び
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交付金のＪＲ石北本線支援負担金１０万円は本年度は当初から計上、バス通学定期運賃補

助金は、昨年引上げとなった定期運賃の反映と通学利用人数７名増を見込み１２１万８千

円の増額、それから地域間幹線系統確保維持事業費補助金では、バス路線赤字補填分５４

５万５千円を当初から計上、また本年度バス車両１台更新に伴い、関係市町負担分２，４

００万円のうち１７％相当の４０８万円、合わせて９５３万５千円を計上し、事業全体で

１，４２３万９千円の増額計上となっています。 

 次に、事業区分、４．まちづくり推進事業は、まちづくりパワーアップ特別対策事業補

助金を当初から計上しましたが、空き家バンク、空き家活用定住対策事業の関連予算を後

ほど説明する地域振興事業に組み替えたことなどによりまして、５４９万４千円の減額計

上となっています。 

 次に、６８ページにかけて掲載の事業区分、５．ふるさとおもいやり寄付推進事業は、

歳入でも説明しましたが、制度の厳格化によりまして寄付金を３００万円少なく見込んで

いることから、報償費の寄付者謝礼を９０万円減額、６８ページの役務費の通信運搬費は

返礼品の送料ですが５４６件の減を見込んで６０万８千円減額、使用料及び賃借料のふる

さと納税ポータルサイト使用料については、これまで定額だったのが、寄付額の５％に変

更となりまして５３万９千円と大幅に増額、事業全体では１３４万４千円の減額計上とな

っています。 

 次に、新たに設けた事業区分、６．地域振興事業は、まちづくり推進事業と企画一般事

業の一部を合わせた事業となっています。 

 報償費では、まち・ひと・しごと創生有識者会議委員９人分の謝礼３万６千円と町内会・

実践会の空き家バンク登録協力報償金５千円、旅費には地域再生計画要望等に要する普通

旅費３４万９千円、役務費・保険料は、まち・ひと・しごと創生有識者会議委員の傷害保

険料１千円、負担金、補助及び交付金には、３１件分の空き家活用定住対策補助金１，０

３０万８千円、事業全体で１，０７０万９千円を計上しております。 

 次に、下の一つ飛びまして、１０目、開町１００周年・町制施行７０年記念事業費の事

業区分、１．開町１００周年・町制施行７０年記念事業です。 

 予算の主な内容は、報償費には、実行委員１８人への報償金１０万８千円、１１月１日

挙行予定の記念式典における特別功労表彰９１人分を見込んだ記念品３９万６千円と当日

演奏する演奏家への謝礼１４万３千円、合わせて６４万７千円、需用費には、式典・祝賀

会消耗品１４８万４千円、式典しおり、リーフレット、記念要覧、全戸配布の小冊子くん

ねっぷ再発見物語などの印刷製本費２８９万６千円、それから祝賀会料理、飲み物代など

の食糧費１１７万２千円、合わせて５５５万２千円、役務費には、開基１００年記念事業

で埋設のタイムカプセルの開封経費や広告代など１６３万５千円、７０ページになります

が、負担金、補助及び交付金には、町民オリンピック、ＮＨＫ公開番組、広告啓発事業な

どの実施主体となる実行委員会への交付金としまして６００万円、事業全体では１，３９

６万７千円を計上しております。 

 なお、この他、他の科目に計上の事業、冠事業等を合わせますと、総額では１，８６６

万円となります。 

 次に、２款、２項、１目、税務総務費の事業区分、２．固定資産評価事業は、前年度、

委託料に計上の固定資産税標準地鑑定評価業務が本年度計上ありませんので２７４万３千
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円減額計上となっています。 

 次に、７２ページの２目、賦課徴収費の事業区分、１．賦課徴収事業は、前年度の地方

税共通納税システム構築業務が終了するなど、委託料のコンピュータシステム改造業務の

予算が２５３万２千円減、事業全体で２５４万３千円減の３６７万５千円を計上しており

ます。 

 下の表になりますが、２款、３項、１目、戸籍住民登録費の事業区分、１．戸籍住民登

録事業は、戸籍法の一部改正に伴い、委託料の一番下にありますシステム改修業務１４９

万６千円を計上し、事業全体で１６９万７千円の増額計上となっています。 

 次に、７４ページになりますが、２款、４項、選挙費が載っておりますが、白抜きの丸

がついた選挙はいずれもございませんので廃目となっております。 

 次に、７６ページの２款、５項、１目、統計調査総務費、事業区分、１．各種統計調査

事業は、前年度実施の農林業センサンスが未実施となるため１２８万６千円の減額となっ

ております。 

 次に、事業区分、２．国勢調査事業は、統計法に基づき５年ごとに行うもので、指導員

の調査員報酬２３４万円など、合計３４４万４千円を計上しております。 

 次に、下の表ですが、２款、６項、１目、監査委員費の事業区分、１．監査委員運営費

は、前年度計上の全国町村等監査委員研修会の旅費と負担金、合わせて２７万２千円の減

額となるなど、事業全体では２８万５千円の減額となっています。 

 次に、８０ページになります。 

 ここからは、３款の民生費になります。 

 ３款、１項、１目、社会福祉総務費の事業区分、１．社会福祉一般事業ですが、事業の

再編で前年度までの４事業を統合しております。負担金、補助及び交付金の下の方にあり

ます社会福祉協議会活動費補助金では、前年度計上の居宅介護システムの更新が終了など

によりまして２２４万２千円の減額、その下のもりの風運営費補助金は、前年度当初留保

でありましたので２００万円の増、事業全体では５千円増の２，３０８万５千円を計上し

ております。 

 次に、事業区分、２．民生委員活動事業は、３年毎に実施の視察研修費などを負担金、

補助及び交付金の民生員児童委員協議会活動費補助金に盛り込んだため３２万６千円の増

となっています。事業全体では３５万９千円の増額計上となっています。 

 次、ページめくっていただきまして、８２ページの事業区分、５．自立支援サービス事

業の扶助費の上から２行目、訓練等給付費では、利用者および単価増に伴い６７０万円増

の９，６６６万円を計上。事業全体では５６１万５千円増額計上となっています。 

 次に、事業区分、６．地域生活支援事業の委託料の意思疎通支援事業では、ろうあ者４

名から３名増の７名を見込んでおりまして１７万７千円の増、移動支援事業では、対象者

を１２名から４名増の１６名を見込み４０万１千円の増、８４ページになりますが、負担

金、補助及び交付金の北見地域生活支援拠点負担金は、定住自立圏域１市４町が取り組む

事業の負担金で１１８万３千円を新規に計上しております。事業全体としましては１８７

万円の増額計上となります。 

 次に、事業区分、７．重度心身障害者医療費助成事業の扶助費の医療費助成ですが、１

年間の実績を勘案し１４１万６千円減額計上、事業全体では１４４万１千円減額となって
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おります。 

 次に、事業区分、８．国民健康保険特別会計繰出金は、７６万１千円減の４，２６０万

９千円を計上しておりますが、財源補填分については、本年も計上しておりません。 

 次に、事業区分、６．地域人権啓発活動事業では、前年度の単年度事業であります、人

権啓発地方委託事業がなくなりまして、５５万６千円の減額となっております。 

 次に、２目の老人福祉費の事業区分、１．高齢者福祉一般事業ですが、前年度当初予算

に計上の４事業を統合しております。負担金、補助及び交付金のうち、前年度当初留保し

ておりました、老人クラブ連合会活動費補助金としまして８４万４千円の計上、それから

居宅介護支援事業費補助金は、事業者の社会福祉協議会の職員の入れ替えで人件費が減と

なっておりますので、５６万１千円の減額計上、その下の訪問介護支援事業費補助金は、

訪問件数の増加により介護報酬収入が１６５万円、利用者負担金収入が１８万２千円の増

加を見込んでいることから、補助金で１７６万２千円の減額、また訓子府福祉会補助金で

は、特別養護老人ホーム静寿園を運営する訓子府福祉会の経営安定化支援のため２千万円

を本年度新規に計上するものでございます。事業全体では１，８５５万３千円の増となっ

ています。 

 次に、事業区分、２．高齢者在宅サービス事業です。８６ページになりますが、委託料

では、前年度利用実績などを基に計上しており、ショートステイ事業で２２万９千円の減

額、それから二つほど飛びまして、除雪サービス事業で１６万２千円の減、委託料は３５

万８千円減の１，０４１万８千円の計上、扶助費の高齢者住宅改造費助成では利用件数を

３件から２件を見込み１件分１８万円の減となっています。事業全体では５７万４千円の

減額計上となっております。 

 その下の事業区分、３．介護保険特別会計繰出金は、介護給付費分で４．３％、２８２

万２千円の増額を見込み、また、低所得者保険料軽減の完全実施に伴いまして２２８万６

千円の増などにより４８６万２千円増の８，６９６万２千円を計上しております。 

 次に、事業区分、５．後期高齢者医療特別会計繰出金・医療費のうち、負担金、補助及

び交付金の療養給付費は、総医療費の減少が反映され１，３３０万２千円の減、繰出金で

は保険料軽減対策の負担と広域連合事務費負担の増により１９４万８千円の増で、事業全

体では１，１３５万４千円の減額計上となっております。 

 次に、３目の温泉保養センター費は、前年度と大きく変わっておりません。 

 次に、８８ページになります。 

 ３款、２項、１目、児童福祉総務費の事業区分、２．子育て支援事業については１０８

万８千円を計上しております。対前年度で言いますと１０万９千円の減となっていますが、

託児無料券交付事業対象児童を１歳までから１歳６か月まで拡充、この分は報償費に反映、

また、子育て支援アプリ情報配信サービスを新たに導入するため、委託料にシステム保守

料２４万円を計上。なお、園児の年齢の関係で、負担金、補助及び交付金の広域入所負担

金が３４万３千円減額となっています。 

 次に、ページめくっていただきまして、９０ページの２目、ひとり親福祉費の事業区分、

１．ひとり親家庭等医療費助成事業では、医療費助成の実績等を勘案しまして３６万５千

円の減額計上となっています。 

 次に、３目、児童措置費の事業区分、１．児童手当支給事業は、児童数の減、延べにし
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て８５人の減などによりまして、全体で４９万９千円の減額計上となっています。 

 次に、４目、児童センター費の事業区分、１．児童センター運営事業は、会計年度任用

職員制度への移行によりまして６７万３千円の増額計上となっています。 

 次に、９２ページになります。 

 ９２ページの事業区分、２．児童センター維持管理事業は、備品購入費にＬＥＤ防犯灯

２基分１３万２千円、それから、児童の体調管理などの面からエアコンを購入することと

し３４万９千円、エアコンに３４万９千円、合わせて４８万１千円を計上し、事業全体で

は４６万９千円の増額計上となっています。 

 次に、５目、子育て支援センター費の事業区分、１．子育て支援センター運営事業は、

会計年度任用職員制度移行に伴いまして１２１万円の増となっています。それからセンタ

ー１０周年記念事業夏祭りの開催経費として、報償費には託児料２万５千円、需用費、消

耗品費に５万１千円、９４ページになりますけども、９４ページの委託料に人形劇公演分

としまして司会公演業務としまして７万円、合わせて１４万６千円、事業全体としまして

１３８万１千円の増額計上となっています。 

 次に、ページめくっていただき、９６ページになります。ここからは、４款、衛生費に

なります。 

 ４款、１項、１目、保健衛生総務費の事業区分、１．保健衛生一般事業は、事業再編に

より、前年度までの５事業を統合しております。使用料及び賃借料は、本年度からヘルス

トロンをリースすることとし３５万２千円、扶助費では、特定疾患患者等通院交通費助成

のうち前年度当初留保の人工透析患者交通費助成分を計上したことによりまして４５万１

千円の増、事業全体では８０万６千円の増額計上となっています。 

 次に、一番下の方ですが、９８ページにかけての事業区分、３．妊産婦健康診査事業で

は、前年度、委託料に計上の健康管理システム改修業務１０６万８千円の減、同じく委託

料の健康診査業務では、１人当たりの検査料が下がったことなどによりまして２０万円の

減、事業全体としまして１２８万１千円の減となります。 

 次に、同じく９８ページの事業区分、５．発達支援事業は、委託料の北見市子ども総合

支援センターきらり発達支援業務で、同センターの療育指導料金が、前年度は１人月額１

万３，５００円でしたが、本年度から１回８千円、月３回通ったとして２万４千円、月額

にして１万５００円の増となり、本業務委託料で５１万５千円の増、事業全体では５６万

１千円の増額計上となっています。 

 次に、事業区分、６．水道事業助成事業は、前年度の人事異動に伴う職員の人件費の増

などにより９８万４千円の増額計上となっています。 

 次に、２目、予防費です。１００ページにかけての事業区分、１．健康相談・健康教育

事業は、報償費の講師謝礼のうち、本年度開催の健康講演会講師謝礼２０万２千円を計上

しまして、事業全体として２２万８千円の増額計上となっています。 

 次に、事業区分、２．健康診査等事業の委託料の検診業務には、新規事業のＰＥＴ－Ｃ

Ｔがん検診費用助成事業を含んでおります。この事業は、検診費用の概ね３分の２の７万

７千円を町が負担するもので、本年度は１０名分７７万円を計上しています。事業全体で

は６３万６千円の増額計上となっています。 

 次に、事業区分、３．予防接種事業は、本年度、風しん追加的対策事業を実施すること
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とし、需用費に６万円、役務費に１０万７千円、委託料の予防接種業務に１０９万３千円、

扶助費の定期予防接種助成に１万４千円、合わせて１２７万４千円を計上し、事業全体で

は１２０万５千円の増額計上となっています。 

 次に、事業区分、４．子ども予防保健事業、１０２ページになりますけども、１０２ペ

ージの委託料では、本年１０月からロタウィルスワクチンの定期接種化に伴いまして、健

康管理システム改修業務２４万６千円などを計上しております。事業全体としましては３

１万２千円の増額計上となっています。 

 それから、その下の事業区分、５の予防対策事業ですが、事業再編により、前年度まで

の大麻撲滅対策事業と狂犬病等予防対策事業を統合したものとなっております。 

 次に、３目、環境衛生費の事業区分１．葬斎場維持管理事業は、修繕費で、１号炉の燃

焼空気ブロワ―と電動チェーンの交換に３７４万円、高圧電力を引き込む気中開閉器の交

換に１０３万３千円、葬斎場屋根防水修繕に１千万円を計上、事業全体で１，４１８万２

千円の増額計上となっております。 

 次に、１０４ページの、４目、環境対策費の事業区分、２．地球温暖化防止対策事業は、

前年度留保分の負担金、補助及び交付金の太陽光発電システム導入費補助金２８万円を計

上しております。 

 次に、下の表の２項、１目、塵芥処理費の事業区分、１．塵芥処理事業は、需用費・消

耗品費で、前年度に燃やすごみ用袋を２年分購入済みのため、今年度未計上となったこと

によりまして１８２万７千円の減、ページめくっていただき、１０６ページの中段のちょ

っと下になりますが、備品購入費では、パッカー車の車庫が３０年以上経過し老朽化が著

しいので更新することとしまして１１９万８千円を計上、事業全体では５０万６千円の減

額計上となっております。 

 次に、同じく１０６ページの事業区分、２．ごみ減量化対策事業は、前年度留保のリサ

イクル運動推進事業補助金３８万４千円を計上しております。 

 次に、２目、し尿処理費の事業区分、１．し尿処理事業の委託料のスクラムミックス事

業し尿等処理業務は、運営管理費の増と搬入率の増によりまして３９万６千円の増額計上

となっています。 

 次のページになりますが、１０８ページの５款、労働費については、前年度と大きく変

わりませんので説明は省略いたします。 

 次に、１１０ページからは、６款、農林水産業費になります。 

 ６款、１項、１目、農業委員会費の事業区分、１．農業委員会運営費は、農業委員が本

年７月１９日で任期満了となりますので、７人の交代を想定し、重複する７月分の報酬２

９万７千円の上乗せなど、全体で３８万７千円の増額計上となっています。 

 次に、事業区分、２．事務局費は、会計年度任用職員制度移行によりまして３０万６千

円の増、負担金、補助及び交付金の農業担い手対策推進協議会負担金およびその下二つの

補助金は前年度留保のため増額となっております。事業全体では１１３万６千円の増額計

上となっています。 

 次に、ページめくっていただき、１１２ページになりますが、３目、農業振興費の事業

区分、２．農業経営確立事業は、負担金、補助及び交付金の農業振興対策事業費補助金か

ら、ずっと下の新規就農者等支援助成金までが前年度留保となっておりまして、これら補
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助金の計７４５万６千円が増額となるなど、全体としましては７４０万７千円の増となっ

ています。 

 次に、ページめくっていただき、１１４ページの事業区分、６．農業次世代人材投資事

業は、三つの経営体が対象となっておりますが、１経営体が年度半期分で事業終了となり

ますことから１１２万５千円減の４１２万５千円を計上しております。 

 次に、４目、畜産業費の事業区分、２．畜産振興事業は、前年度、委託料に畜産担い手

育成総合整備事業の計上がありましたが終了のため、その分４７７万９千円を減額してい

ます。１１６ページにかけて計上の負担金、補助及び交付金のうち、北海道酪農振興町村

長会議負担金と乳牛検定事業推進費補助金を除いた補助金６本については、前年度当初留

保となっておりましたので、これら合計２７５万４千円が増額、事業全体としましては１

９８万１千円の減額計上となっています。 

 次に、１１６ページの５目、農業基盤整備事業費の事業区分、２．農業基盤整備事業に

つきましては９，７４８万円の増額計上となっております。 

 この中で北海道土地改良事業団体連合会負担金は、一般賦課金４万円と事業費割で算定

の特別賦課金１８１万２千円、合計１８５万２千円で対前年度６６万１千円の増となって

います。 

 道営柏丘北地区から道営訓子府中央二期地区までの６本の総事業費は、総事業費でいい

ますと２３億６２２万円、対前年度で８億３，４９２万円の増となっています。予算に計

上の地元負担金では対前年度８，４２１万７千円増の３億４０４万８千円を計上。なお、

各事業の内容は、予算の説明資料の１１ページに載っておりますので後ほどご覧いただき

たいと思います。 

 下から２行目の道営置戸地区水利施設等保全高度化事業負担金については、置戸町の道

営事業に参加する本町の農業者等の事業分にかかる町のパワーアップ分として６万円を計

上しております。 

 その下の北海道水利施設等保全高度化事業負担金は、中央一期、二期地区の用水路整備

とリールマシン導入事業７億４，１００万円に対する促進費に加えまして、道と町のパワ

ーアップ分を合わせて土地改良区に負担するもので３，５３０万円を計上しております。 

 次に、事業区分、３．集落営農活動支援事業、負担金、補助及び交付金の多面的機能支

払交付金事業補助金については、交付単価の上昇によりまして１９９万４千円増の８，６

６９万２千円を計上しております。事業全体としましては１９９万５千円の増額計上とな

っています。 

 次に、事業区分、４．下水道事業特別会計繰出金は、下水道事業特別会計の収支不足分

を補填しておりますが、１，２２３万２千円の減額計上となっております。 

 次に、１１８ページの６目、農業交流センター費の事業区分、１．農業交流センター等

管理運営事業は、高圧の電気料の減などによりまして４０万３千円減の７０４万円の計上

となっておりますが、本年度から新たな加工指導体制としまして、加工室利用者で構成す

る加工指導員サークルを結成することとしまして、報償費の事業報償７万円、それから役

務費の保険料に傷害保険料として１万３千円を計上しております。 

 次に、１２０ページにかけての７目、牧場費の事業区分、２．牧場管理運営事業は、前

年度実施の牧柵整備の原材料１８９万７千円が減となりましたが、会計年度任用職員制度
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移行による増額分１３９万４千円、牧場作業機械の修繕発生などで需用費で７８万円の増、

工事請負費にはポンプ場の動力制御盤更新工事費４１８万円の計上、備品購入費には中古

の牧場巡回車１台と堆肥散布用のマニュアスプレッダー１台の購入費２９４万円を計上す

るなど、事業全体では７６５万１千円の増となっております。 

 次に、１２２ページになりますが、２項、２目、林業振興費の事業区分、１．林業振興

一般事業の負担金、補助及び交付金のうち、新規計上の北海道林業・木材産業人材育成支

援協議会負担金３万円については、４月に開校する「北海道立北の森づくり専門学院」の

学生支援活動などを行う同協議会の負担金となっております。 

 次に、事業区分、２．民有林振興事業ですが、委託料に森林経営管理制度意向調査業務

として１６５万円を新規に計上、負担金、補助及び交付金に１２４ページになりますけど

も、前年度留保分の民有林育成指導事業補助金２００万円を計上しまして、事業全体では

３６６万６千円の増となっています。 

 次に、１２６ページになります。 

 ７款、商工費になりますけども、７款、１項、２目、商工業振興費の事業区分、１．商

工業振興対策一般事業の負担金、補助及び交付金の３行目の住環境リフォーム促進事業補

助金から８行目の訓子府町店舗改修事業補助金までは前年度留保分となっておりまして、

これら計上によりまして、事業全体で１，５２５万９千円の増となっています。 

 その下の事業区分、２．産業観光振興対策事業です。負担金、補助及び交付金の産業観

光振興協議会活動費負担金において、開町１００周年・町制施行７０年を記念して、ステ

ージショーと花火大会のグレードとスケールアップのため１８０万円増額し、事業全体で

１７１万９千円の増額計上となっています。 

 次に、１２８ページ・・・ 

○議長（須河 徹君） 副町長、ここで１０時４０分まで休憩いたします。 

 

休憩 午前１０時２５分 

再開 午前１０時４０分 

 

○議長（須河 徹君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 引き続き、提案理由の説明を求めます。別冊予算書１２８ページです。 

 副町長。 

○副町長（森谷清和君） それでは、１２８ページからの８款、土木費になります。 

 ８款、１項、１目、土木総務費につきましては、前年度と大きく変わっておりませんの

で、説明は省略いたします。 

 次に、２項、１目、車両運行管理費になりますが、前年度まで計上の安全運転管理事業

については、事業の再編によりまして、２款、１項、１目の事業区分、１．総務一般管理

事業に組み込まれておりますのでご理解願います。 

 まず、事業区分、１．車両運行管理事業です。需用費の車両消耗品費では、土木車両、

一般車両のタイヤ購入などで９９万１千円の増、車両修繕料では、土木車両の車検台数３

台の増、各課車両の車検台数６台の増などによりまして１６６万３千円の増など、事業全

体では２５１万９千円の増額計上となっております。 
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 次に、事業区分、２．除雪車両運行管理事業では、車検台数２台の減などによりまして、

全体で５２万円の減額計上となっています。 

 次に、１３０ページになりますが、３項、２目、道路維持費の事業区分、２．町道除排

雪事業では、除雪期間における会計年度任用職員である土木技能員の人件費で４２３万の

増など、全体では４６５万２千円の増額となっています。 

 次に、事業区分、３．町道舗装修繕事業では、委託料に市街地の町道延長２４ｋｍの路

面性状調査業務費１，０７１万円、工事請負費に駒里弥生線延長６００ｍの舗装修繕工事

費４千万円を計上し、合わせて５，０７１万円を計上しています。 

 その下の、事業区分、４．町道道路ストック総点検事業では、委託料に道路施設である

照明３１基、標識４基の調査点検業務費２００万円を計上しております。 

 次に、３目の橋梁維持費の事業区分、１．橋梁維持管理事業では、委託料に豊田橋の詳

細設計業務費として９００万円、工事請負費には穂波橋６千万円、増子橋１，１００万円、

合わせまして７，１００万円の修繕工事費を計上しております。 

 次、１３４ページになりますが、１３４ページの４項、１目、河川総務費の事業区分、

１．河川維持管理事業です。使用料及び賃借料では、土砂上げ等に要する機械借上料１２

５万９千円の減、原材料費では、補修用原材料９４万７千円の減など、全体としまして２

３６万６千円の減額となっています。 

 次に、事業区分、２．河川改修整備事業では、事業箇所数の減などによりまして２００

万円減の８００万円を計上しています。 

 その下の表の、５項、１目、公園費の事業区分、１．レクリエーション公園維持管理事

業では、１３６ページの中段の原材料・修繕原材料に計上の芝桜補植用苗については、補

植も進んでいることから前年度の半分を見込んで１０４万５千円を減額、事業全体としま

しては１１８万１千円の減額となっております。 

 次に、１３８ページになります。 

 ６項、１目、住宅管理費の事業区分、１．町営住宅維持管理事業では、前年度計上の火

災警報器購入の終了などにより、需用費で３４０万７千円の減となりましたが、本年度は、

工事請負費のタウンコート駐車場整備工事費３２０万円を計上しており、全体としては１

５万１千円の減額となっております。 

 次に、２目、住宅建設費の事業区分、１．幸栄団地整備事業では、１４０ページになり

ますけども、工事請負費で、前年度は１棟４戸の建設工事８，６５０万円がありましたが、

本年度は１棟４戸の改修工事のみですので、全体で８，６２９万１千円の減額計上となっ

ております。 

 次に、事業区分、２．公営住宅改修事業では、長寿命化計画を策定して１０年目となり

ますが、現計画を見直し、今後１０年間の計画を策定するため、委託料に策定業務委託費

として２１３万４千円、また工事請負費には、平成１０年建設の穂波団地１棟の外壁、屋

根の改修工事費として１，８００万円を計上しております。 

 次、ページめくっていただき、１４２ページは９款、消防費になります。 

 ９款、１項、１目、消防組合費は、２１万８千円減の１億８，２０２万円と全体予算で

は前年度と大きく変っておりませんが、中で多少の動きがありますので、これについては

１８８ページからの消防組合負担金内訳でご説明いたします。 
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 １８８ページの３款、１項、１目、訓子府消防支署費の事業区分、１．職員給与費は、

職員定数１名増と勤勉手当の引き上げなどにより、４４５万１千円の増額計上となってい

ます。 

 次の１９０ページになりますけども、１９０ページの事業区分、７．救急業務費では、

前年度計上の救急車積載のモニター除細動器とＡＥＤ本体の更新予算５７５万９千円の減

など、全体として５６９万２千円の減となっております。 

 次に、１９２ページになりますが、２項、３目、訓子府消防団費の次の１９４ページに

なりますけども、事業区分、６．消防団活性化推進事業費では、前年度計上の新型活動服

購入分の減などにより９９万４千円の減額計上となっています。 

 次に、３項、３目、訓子府消防施設費の事業区分、２．消防施設維持管理経費では、前

年度、負担金、補助及び交付金に計上の消火栓更新および新設にかかる負担金の減により

４４６万円の減額となっています。 

 次に、事業区分、３．消防施設整備事業費では、平成１２年購入の指揮車更新のため、

６２７万円を計上しております。 

 １４２ページに戻っていただきます。 

 １４２ページに戻っていただきまして、３目、災害対策費の事業区分、１．防災対策事

業です。負担金、補助及び交付金の北海道総合行政ネットワークシステム負担金について

は、衛星回線の更新費用を北海道に負担するもので３４６万５千円を計上。なお、前年度

実施の公共施設等公衆無線ＬＡＮ環境整備業務１，５６０万５千円が減額となりますので、

事業全体としては１，２６７万２千円の減額計上となっています。 

 次に、１４４ページ、ここからは、１０款、教育費になります。 

 １０款、１項、１目、教育委員会費の事業区分、１．教育委員会運営費では、旅費に４

年に１回の道外研修旅費８５万２千円を計上したことなどにより、全体としては７５万３

千円の増額計上となっています。 

 次に、２目、事務局費の事業区分、１．事務局費では、教育長の道外研修旅費の増など

により、４１万４千円の増額となっています。 

 次に、事業区分、２．学校教育等一般事業は、教育専門員の会計年度任用職員への移行

によりまして１２万２千円の増、１４６ページに移りますが、使用料及び賃借料には教職

員の校務の効率化を図り、子どもたちと向き合う時間の確保と教職員の負担軽減などを図

るため、校務支援システムを導入することとしまして、システム使用料１５８万４千円を

計上、一方、負担金、補助及び交付金の北海道訓子府高等学校教育振興会議交付金では、

入学者を定員より１０名少ない３０名で見込んだことにより１０３万４千円の減、事業全

体としては７３万５千円の増額計上となっています。 

 一番下の事業区分、５．語学指導助手配置事業では、前年度は委託方式でしたが、語学

指導助手が４月から復帰となりますので、予算の組み替えにより９１万６千円の減額計上

となっております。 

 次に、１４８ページの下の表の２項、小学校、１目、学校管理費の事業区分、１．学校

一般管理事業では、事務補助員の会計年度任用職員への移行によりまして１７万５千円の

増、１５０ページの備品購入費には、居小の給食用冷蔵庫１台分３０万８千円を計上して

おりますが、前年度計上の訓小図書室用書架１７９万８千円が減となっておりますので、
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事業全体としては１３５万６千円の減額となっています。 

 次に、事業区分、２．学校維持管理事業ですけども、需用費では、消耗品費で児童用机、

椅子の購入数量の減などにより５３万８千円の減、修繕料では、前年度計上の訓小体育館

放送設備修繕料などの減によりまして４４６万７千円の減、一方、委託料には電話機８台

と主装置の更新業務費１２６万７千円を計上、事業全体としましては４１６万２千円の減

となっております。 

 次、１５２ページの事業区分、４．臨時講師配置事業では、訓小臨時講師２名、居小臨

時講師兼支援員１名、訓小支援員３名分の人件費を計上、会計年度任用職員への移行に伴

いまして７２万４千円の増額となっています。 

 次に、２目、教育振興費、事業区分、１．教育振興事業の需用費、消耗品では、教科書

改訂に伴う教師用教科書および指導書等の購入などにより５０４万２千円の増となります

が、備品購入費、教科用教材で、前年度計上の各小学校教育用コンピュータ更新予算３，

３７０万３千円が減となりまして、事業全体としましては２，９６２万６千円の減額とな

っております。 

 一番下の事業区分、３．就学援助・奨励事業の扶助費・特別支援教育就学奨励費は、特

別支援学級に在籍の児童に対する就学奨励費でございますけども、前年度の１９名から２

４名へと５名増により、３０万４千円の増、それから要保護・準要保護児童就学援助費で

は、１名増の４１人分で２３万６千円の増と、合わせまして５４万円の増となっておりま

す。 

 次に、１５４ページの３項、中学校費、１目、学校管理費の事業区分、２．学校維持管

理事業は、対前年度９万３千円の減と減少額は小さいんですけども、事業費で光熱水費の

電気料１か月分減など１４１万１千円の減、一方、校内電話機が経年劣化により頻繁に故

障を繰り返すことから、委託料に電話機更新業務として１１７万２千円を計上、次の１５

６ページになりますが、備品購入費には、経年により修理用部品の確保ができない屋外用

放送設備の購入費２２万９千円を計上しております。 

 事業区分４．臨時講師配置事業でございますけども、前年度同様、臨時講師１名、支援

員２名分を計上し、会計年度任用職員への移行に伴いまして３６万５千円の増額計上とな

っております。 

 次に、２目、教育振興費、事業区分、１．教育振興事業では、前年度、需用費、修繕料

に計上の吹奏楽用楽器修繕費１０２万５千円と備品に計上の教育用コンピュータ購入費１，

９９２万４千円の減などによりまして、全体として２，０６３万３千円の減額計上となっ

ております。 

 その下の事業区分、２．就学援助・奨励事業のうち、扶助費の特別支援教育就学奨励費

では、前年度同様８名を見込んでおりますけども、学年の異動によりまして５万１千円の

増額、それから、要保護・準要保護生徒就学援助費では、前年度より１名少ない３５名を

見込んでおりますが、援助する単価の変動により９千円の増額、なお、前年度計上の特別

支援学校交通費助成については、対象者が卒業することから未計上となり、事業全体では

３７万５千円の減額計上となっております。 

 次に、１５８ページの４項、１目、こども園費の事業区分、１．こども園運営事業では、

会計年度任用職員制度への移行と代替職員を除き、保育教諭等が１名増の２０名となった
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ことなどから、人件費で１，６３９万５千円増の８，６４１万９千円の計上、事業全体で

は１，６４８万８千円の増額となっています。 

 なお、わくわく園開園５周年を記念して、園を開放しての「わくわく園まつり」の開催、

手作りの記念誌発刊などの経費もこの中に計上しております。 

 次に、２ページ飛びまして、１６２ページになりますけども、５項、１目、社会教育総

務費の事業区分、１．社会教育一般事業は、前年度までの社会教育委員運営費など３事業

を統合しております。予算については、臨時職員１名の退職に伴う関連予算の減などによ

りまして、全体で１５０万７千円の減額計上となっています。 

 次の事業区分、２．社会教育推進事業も前年度までの青少年教育推進事業など３事業を

統合しており、負担金、補助及び交付金の１６４ページの２行目の産業後継者教育推進協

議会交付金から一番下の派遣研修費までは、前年度当初留保となっておりましたので、こ

れらの計上によりまして、事業全体で１５２万５千円の増額計上となっております。 

 次に、事業区分、３．芸術・文化振興事業では、前年度当初、アートタウンプロジェク

ト関連予算は留保されておりましたが、本年度は、委託料の作品公開制作・ワークショッ

プ業務１４０万７千円など他の科目計上あわせて１７８万８千円を計上、また、負担金、

補助及び交付金には、開町１００周年・町制施行７０年を記念して実行委員会方式による

町民芸術劇場の開催を予定して交付金１８０万円を計上、事業全体では３６９万２千円の

増額計上となっています。 

 次に、１６６ページの２目、公民館費の事業区分、１．公民館維持管理事業では、需用

費の修繕料に保守点検で指摘のあった舞台吊物および照明設備修繕費１８７万８千円、こ

れらを計上し、一方で電気料など光熱水費で５０万７千円の減により１３６万９千円の増

額計上となっています。委託料では、前年度計上の劣化診断業務と舞台吊物等点検業務の

委託料１６０万４千円が減、また、前年度実施の外構工事請負費３１９万７千円と受動喫

煙防止のための屋外喫煙所購入費８８万５千円の減などにより、事業全体としては４４３

万３千円の減額計上となっています。 

 次に、３目、図書館費の事業区分、１．図書館活動事業では、１６８ページの１行目に

記載の事務補助員が、司書１名の採用に伴い、前年度の３名から２名に１名減員となって

いることから、事業全体では１４９万９千円の減額計上となっています。 

 次に、１７０ページになります。 

 １７０ページの６項、１目、保健体育総務費の事業区分、１．社会体育活動推進事業は、

本事業と前年度までのスポーツ推進委員運営費を統合しております。 

 負担金、補助及び交付金では、前年度当初予算で留保の体育協会活動費補助金から大会

開催補助金までの事業予算を計上したため１７３万６千円の増、事業全体では１６５万６

千円の増額計上となっています。 

 次に、１７２ページになります。 

 １７２ページの２目、体育施設費、事業区分、１．スポーツセンター維持管理事業では、

需用費、光熱水費で電気料の減により５０万２千円の減。 

 委託料の機械設備保守点検業務では、エアコン点検と温風暖房機の点検を新たに計上し

４１万４千円の増、昇降機保守点検業務は、前年度は３か月の保証期間があり、９か月分

で計上しておりましたが、本年度は１２か月分計上のため９万１千円の増、スポーツセン
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ター自動ドア保守点検業務、一つ飛んで自動券売機保守点検業務は２年目からの新規計上

となり、クライミング設備保守点検業務は、落下防止用のオートビレー機の保守点検料を

追加し９万１千円の増となっています。前年度計上の施設周辺の樹木植栽業務７５万円の

減などにより、委託料は１５万３千円の増額となっています。事業全体で２９万５千円の

減額計上となっています。 

 次に、事業区分、２．温水プール維持管理事業では、需用費の消耗品費は実績を勘案し

まして６５万４千円の減額、燃料費も同様に６６万５千円の減額、修繕料は前年度計上の

照明器具取り替え修繕と排煙オペレーター修繕分の減など８１万４千円減額、需用費合計

では１９３万９千円の減額となります。 

 １７４ページに委託料などが掲載されていますが、委託料では、劣化診断業務が前年度

終了しましたので８０万円の減、また前年度、工事請負費に外構工事の予算がありました

が終了しましたので、この分５２９万２千円の減、備品購入費には、計測機能が低下した

無線式スポーツタイマー１台の更新に２４万２千円、それから故障が頻繁な放送用アンプ

の更新に１０万８千円、合わせて３５万円を計上、事業全体では８１８万４千円の減額計

上となります。 

 同じく１７４ページの事業区分、３．屋内ゲートボール場維持管理事業では、外壁から

の雨漏りや屋上防水に劣化が見られることから、サイディング張り替え、屋上ウレタン防

水修繕工事を行うこととしまして、需用費の修繕料に３５７万円を計上し、事業全体では

３３７万６千円の増額計上となっております。 

 その下の、事業区分、４．屋外運動施設維持管理事業では、１７６ページの備品購入費

におきまして、パークゴルフ場簡易トイレ１基を更新することとし４１万３千円を計上、

トイレ１基分で４１万３千円を計上しております。また、施設管理のコスト低減のため、

芝管理や運動場整備など幅広く使えるスポーツトラクター１台を導入することとし、５０

９万６千円を計上しております。事業全体では４７９万５千円の増額計上となっておりま

す。 

 次に、３目、給食センター費の事業区分、１．給食センター運営事業は、事業の再編に

より前年度までの３事業を統合しております。 

 前年度との比較では、調理員の会計年度任用職員移行分によりまして６７万９千円の増

額、一方、需用費では、児童数６８名の減に伴いまして、給食賄材料費の減などにより１

４９万１千円の減、事業全体では７０万８千円の減額計上となっております。 

 次に、事業区分、２．給食センター維持管理事業です。１７８ページの需用費、修繕料

には、地下タンク内部ライニング等の修繕費２４８万８千円を、備品購入費の厨房備品は、

食中毒防止の徹底を図るため、新たに真空冷却器１台を購入することとし４０１万５千円

を計上、それから現在の給食配送車は、平成３年購入でエンジントラブルも頻繁に起きる

ため更新することとし７４８万１千円を計上、事業全体では１，２７２万６千円の増額計

上となっております。 

 次、１８０ページになりますが、１１款は、公債費であります。 

 長期債については、前年度末で２２本の償還が終了となりますが、元利合わせて対前年

度６４１万９千円減の４億５，３４３万円を計上。 

 一時借入金利子は、一時借入分と繰り替え運用分を合せて９万１千円を計上しておりま
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す。 

 次、１８２ページになりますが、１２款、災害復旧費には、科目計上で旅費のみを計上

しております。 

 次の１８４ページになりますが、１３款、給与費になります。 

 給与費には、特別職３人と再任用職員４名を含む一般職１０２名分の人件費を計上して

おります。年齢構成の関係や、過去の職員共済組合負担率の伸び率が小さく、抑え気味に

見込んだことなどもあり、全体として６５７万円の減額計上となっております。 

 なお、議員、各種委員、会計年度任用職員の報酬等を加えた人件費については、後ろの

方にあります２０３ページから２０７ページまでの給与明細書を添付しておりますので、

後ほどご覧いただくこととし、説明の方は省略させていただきます。 

 続きまして、１９７ページからは、これまでにご決定をいただいた債務負担行為のうち

当該年度以降支出のあるものを調書で、前年度末までの支出見込額と本年度以降の支出予

定額を掲載しており、２０１ページの最下段の計の欄にありますように、本年度以降の支

出予定額は４億９，８２３万７千円で、そのうち一般財源は、右の方にありますが４億８，

９６８万８千円となっております。 

 なお、本年度分の支出予定額につきましては、予算の説明資料の２２、２３ページに一

覧にしてありますので、後ほどご覧いただきたいと思います。 

 続きまして、２０２ページは、地方債の年度末現在高に関する調書でございます。合計

欄の右側にございますように令和２年度末の現在高見込み額は４８億９，０６４万５千円

となっております。 

 以上、総額を４３億１００万円とする令和２年度一般会計予算案の提案説明を申し上げ

ました。 

 時間の関係もありまして、説明不足の点につきましては、お詫び申し上げ、後は質疑の

中で補足させていただきたいと思いますので、ご審議の上、ご決定いただきますようよろ

しくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第８号 令和２年度訓子府町国民健康保険特別会計予

算についての提案理由の説明を求めます。別冊予算書２０８ページです。 

 福祉保健課業務監。 

○福祉保健課業務監（今田朝幸君） それでは、各会計予算書の２０８ページをお開き願

います。 

 議案第８号 令和２年度訓子府町国民健康保険特別会計予算につきまして、別冊の予算

案の説明資料を含めてご説明申し上げます。 

 予算書に入ります前に、別冊の各会計予算案の説明資料３ページをお開きいただきたい

と思います。 

 その上段の方に国保会計の予算編成にあたっての基本的な考えについて記載してござい

ます。 

 最初に、歳入でありますけども、国保税につきましては、事業費納付金に見合うよう計

上、道支出金につきましては、北海道からの通知額等により計上してございます。一般会

計繰入金につきましては、法定の繰り入れ分を繰入金として計上してございます。 

 歳出の方ですけども、前々年度の医療費実績見込み等から推計しました保険給付費と、
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あと北海道からの通知により事業費納付金を計上したほか、一般管理費に北海道クラウド

運用にかかる各種負担金を、保健事業費では、特定健診にかかる費用を計上してございま

す。 

 次に、資料の９ページをお開き願います。 

 こちら、下から３行目ですけども、国保会計の財政調整基金保有状況が記載されてござ

います。 

 基金の方は、一般会計から繰り入れる普通交付税に算入されております財政安定化支援

分が６５万１千円と、預金利子１千円を積み立てしまして、あと前期高齢者交付金等の精

算による返還分が確定しましたことから、財源を基金から財源を充てるということで１，

００２万４千円を取り崩し、令和２年度末の保有見込額は４，４５２万４千円となる見込

みでございます。 

 また、同じ資料の２５ページから２８ページにわたりまして国保会計の概要をそれぞれ

記載しておりますけども、こちらの資料の内容につきましては、説明を省略させていただ

きます。 

 それでは、予算書の２０８ページの方に戻りまして、説明の方を申し上げます。 

 議案第８号 令和２年度訓子府町国民健康保険特別会計予算の第１条では、予算の総額

を歳入歳出それぞれ８億４，０９０万円と定めるものでございます。 

 この予算は、前年度当初と比較しまして１，４３０万円、約１．７％の減額計上となっ

てございます。 

 第２条では、一時借入金の借入限度額を前年度同額の３千万円と定めるものであります。 

 第３条では、歳出予算の流用についての定めでございますけども、保険給付費と国民健

康保険事業費納付金の各項の予算に過不足が生じた場合に、同一款内で各項間の流用がで

きることを定めるものでございます。 

 次に、２０９ページから２１２ページにつきましては、款項ごとにそれぞれの額を記載

しており、２１３ページから２１４ページには総括表を載せておりますので、ご覧をいた

だくこととしまして、２１５ページ以降の事項別明細書によって、その特徴的なものに限

って説明をさせていただきますので、あらかじめお許しをいただきたいと存じます。 

 最初にですね、退職者医療制度関係ですけども、こちら退職医療制度につきましては、

既に廃止がされており、平成２６年度までに取得されていた対象者が６５歳に到達するま

での経過措置として、制度が残っていたものでございます。本年３月に６５歳到達により

対象者がいなくなることから、令和２年度の歳入、歳出予算への退職被保険者等にかかる

予算科目につきましては、廃止となってございます。 

 それでは、２１５ページの歳入でございます。 

 見開きで左側が款・項・目、右側のページが節以下説明を載せてございますので、両方

のページを見ながらお聞きいただきたいと存じます。 

 １款、１項、１目の一般被保険者国民健康保険税でございますけども、総額では、前年

度比２６７万１千円減の２億５，０４９万円を見込んでございます。 

 ２１６ページの１節、医療給付費分現年課税分につきましては、世帯数で８８２世帯、

被保険者数は１，９１０人を見込んで、低所得者軽減分、限度額超過分などを勘案した上

で、事業費納付金に見合うよう算定しまして、収納率を９９％と見込んで１億７，６９０
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万２千円を計上しております。 

 次に、３節の後期高齢者支援金分現年課税分につきましては、医療給付費分現年課税分

と同様に算出しまして５，０６５万６千円を計上しております。 

 ５節の介護納付金分現年課税分につきましては、世帯数で４５５世帯、被保険者数は６

５４人を見込んで２，１９３万円を計上しております。 

 ２目、退職被保険者等国民健康保険税でございますけども、退職被保険者の対象者がい

なくなりましたので、滞納繰越分のみの予算計上となってございます。 

 次に、２１７ページ、２款、道支出金、１項、１目、保険給付費等交付金につきまして

は、１節、普通交付金としまして、保険給付にかかる交付金分を歳出の２款、同額の５億

１，４２６万５千円を計上。 

 ２節の特別交付金には、保険者努力支援分３７９万２千円、特別調整交付金分（市町村

向け）に、特定健診受診率向上支援等共同事業に対する補助等を含めまして５５６万５千

円を、道繰入金（２号分）に、これまでの北海道調整交付金特別調整交付金等を含め１，

１２２万円、特定健康診査等負担金に２２８万６千円の計２，２８６万３千円を計上して

おります。 

 一番下の表になります。４款の繰入金、１項、１目の財政調整基金繰入金につきまして

は、平成２８年度、平成２９年度の前期高齢者交付金等の精算により返還額が確定したこ

とから１，００２万４千円を計上してございます。 

 なお、この前期高齢者交付金の返還額合計が４，００９万４，８５９円で、こちらにつ

きましては、令和２年度から４年かけて毎年返還することになります。 

 ２１９ページをご覧ください。 

 ２項、１目の一般会計繰入金、２２０ページの１節、保険基盤安定繰入金は、前年度実

績額により、保険税軽減分２，１４８万７千円と保険者支援分１，３４５万１千円を合わ

せ３，４９３万８千円を計上、２節の出産育児一時金繰入金は４２０万円を、３節の財政

安定化支援事業繰入金は昨年度の普通交付税措置実績額の６５万１千円を、４節、その他

一般会計繰入金は国保会計を運営するための事務費等に要する経費２８２万円を、それぞ

れ町の負担分として繰り入れするものでございます。 

 次に、２２１ページになります。 

 ６款、諸収入、３項、５目、雑入につきましては、特定健診にかかる自己負担額等の計

上でございます。集団健診５９０名のうち誕生健診の６０名を除く５３０名分の６３万６

千円を計上してございます。 

 次に、２２３ページ、歳出の方でございます。 

 １款、１項、１目の一般管理費と２目の連合会負担金につきましては、国保一般事務に

要する経費としまして、合わせて前年度比１５０万７千円減の７６８万７千円を計上して

ございます。減額の要因としましては、一般管理費では、委託料の事務処理標準システム

サポート業務、あと連合会負担金の方では、負担金、補助及び交付金の北海道クラウド更

新機器費用負担金の計上がなくなったことによるものでございます。 

 ２２４ページの賦課徴収費ですね、１節の報酬につきましては、申し訳ありません、一

般管理費の部分ですね、一般管理費の報酬の部分でございます。こちら会計年度任用職員

制度の導入によりまして、賃金から科目替えをするもので５２万２千円を計上。 
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 ９節の旅費、通勤費用弁償につきましては、会計年度任用職員の交通費２万５千円を計

上してございます。 

 １３節、委託料では、国民健康保険システム改修業務としまして、オンライン資格確認

等システム構築に伴うシステムの改修経費１０万２千円を計上してございます。 

 ２５節、積立金ですけども、財政調整基金積立金としまして、財政安定化支援事業分と

基金利子分をあわせて６５万２千円を計上してございます。 

 次に、２項、徴税費につきましては、徴収事務にかかる事務的経費として３９万円を計

上してございます。 

 ２２５ページになります。 

 ３項、運営協議会費につきましては、運営協議会の事務的経費として前年比４万７千円

増の１３万１千円を計上してございます。増の要因ですけども、３年に一度、札幌市での

運営協議会会長研修会の旅費を計上したことによるものでございます。 

 次に、２款、保険給付費、１項、療養諸費の積算につきましては、前年度からの給付、

あと支払実績から推計しまして計上してございますので、ご理解をお願いします。 

 まず、１目の療養給付費は、前年度比１千万円減の４億５千万円を計上、２目の療養費

は、前年同額７００万円を計上、３目の支払手数料は、前年度比６万４千円減の１５１万

円を計上してございます。 

 次に、２項、高額療養費につきましても、療養諸費と同様に前年度の実績により推計等

を行い計上してございます。１目の高額療養費は、前年度比１００万円減の４，８００万

円を計上、２目の高額合算療養費は、前年同額の１００万円を計上してございます。 

 次に、２２７ページの２段目、４項、１目の出産育児一時金につきましては、ここ数年

間の実績から１５人分６３０万円を計上してございます。 

 ５項、１目の葬祭費につきましては、前年同額の４５万円を計上しております。 

 次に、３款、国民健康保険事業費納付金です。こちらは北海道へ納付金を支払うための

科目で、その金額は、北海道からの通知に基づき計上してございます。 

 １項、１目の医療給付費分につきましては２億２，７３６万７千円を計上。 

 ２２９ページになりますけども、２項、１目の後期高齢者支援金等分につきましては５，

７７６万１千円を計上、３項、１目、介護納付金分につきましては２，１８５万４千円を

計上しております。 

 下から２段目の５款、１項、１目の財政安定化基金拠出金につきましては、２千円を計

上、こちらは平成３０年９月の北海道胆振東部地震で被害を受けました厚真町・安平町・

むかわ町の３町が激甚災害指定を受けたことで、その地震の影響により、保険料必要額を

確保することができなかったことから、その不足分を道の財政安定化基金から交付を受け

てございます。交付を受けた翌々年度から国・道・全道の自治体において、それぞれ３分

の１を拠出することになっておりまして、本町分の１，１４９円を拠出するものとなって

ございます。 

 次に、６款、保健事業費、１項、１目の特定健康診査等事業費につきましては、国保の

４０歳から７４歳の被保険者を対象としました特定健診と特定保健指導に要する経費の計

上でございますが、前年度比８万１千円減の５１４万８千円を計上しております。減額の

要因としましては、パソコン機器更新によるデータ管理システム機器負担金がなくなった



 - 22 - 

ことによるものでございます。 

 右側の２３０ページから２３２ページの方になりますけども、１２節の役務費、こちら

は特定健診のための郵送料や特定健診データ管理システム手数料として４７万４千円を計

上、１３節の委託料は、特定健診にかかる費用でございますけども、７３０名分の基本健

診料などとして４６６万４千円を計上しております。 

 次に、２項、１目の保健事業総務費につきましては、保健事業に要する経費ですけども、

前年度比３６９万３千円増の５８９万３千円の計上でございます。 

 ２３２ページ中段の説明欄の１節、未受診者勧奨の事務などの事務補助員への報酬とし

まして２７万９千円、８節の健診結果説明会での栄養相談業務など臨時管理栄養士への報

償費１２万７千円につきましては、１款で説明しました会計年度任用職員制度導入に伴い、

賃金から、それぞれ科目替えするものでございます。 

 役務費は、医療費通知等の郵送料や管理栄養士への傷害保険料を合わせて３０万９千円

を計上。 

 委託料のうち独自健診業務に８９万９千円、共同電算処理特別業務としまして、医療費

通知や新たな事業としまして特定健診受診率向上支援等共同事業に３７１万８千円を計上。 

 １９節、負担金、補助及び交付金の健康診査助成金につきましては、脳ドックに対する

助成金でございますけども、ここ数年の助成実績等によりまして、１５人分３０万円を計

上しております。 

 以上、令和２年度訓子府町国民健康保険特別会計予算について、提案理由の説明をさせ

ていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第９号 令和２年度訓子府町後期高齢者医療特別会計

予算についての提案理由の説明を求めます。別冊予算書２３６ページです。 

 福祉保健課業務監。 

○福祉保健課業務監（今田朝幸君） 各会計予算書の２３６ページをお開き願います。 

 議案第９号 令和２年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算につきまして、別冊の各

会計予算案の説明資料を含めてご説明させていただきます。 

 予算書に入ります前に、別冊の各会計予算案の説明資料３ページをお開きいただきたい

と思います。 

 中段に、後期高齢者医療会計の予算編成にあたっての基本的な考え方について記載して

ございます。 

 まず、歳入でございますけども、後期高齢者医療制度においては、財政運営期間が２年

間とされており、保険料につきましては、令和２年度が２年ごとの見直しの年となってお

りますので、北海道後期高齢者医療広域連合から示された保険料を計上してございます。

また、脳ドック助成に対する広域連合補助金や低所得者の保険料軽減分等の一般会計から

の繰入金を計上しております。 

 歳出につきましては、所要の事務費のほか、後期高齢者医療広域連合への納付金を計上

しております。 

 この資料の２９ページから３１ページにわたりまして、後期高齢者医療特別会計の概要

を記載しておりますけども、こちらは説明の方を省略させていただきます。 

 予算書の２３６ページに戻りまして、議案第９号 令和２年度訓子府町後期高齢者医療
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特別会計予算の第１条では、予算の総額を歳入歳出それぞれ８，９６０万円と定めるもの

でございます。 

 この予算は、前年度当初予算と比較しまして２９０万円、約３．３％の増となっており

ます。 

 ２３７ページから２４０ページにつきましては、款項ごとの、それぞれの額を記載して

おり、２４１ページから２４２ページには総括表を載せておりますので、ご覧いただくこ

ととしまして、内容につきましては、２４３ページ以降の事項別明細書によって、特徴的

なものについて説明させていただきます。 

 １款、１項の後期高齢者医療保険料でございますけども、北海道後期高齢者医療広域連

合が定めました保険料額に基づき計上しており、保険料算定の基礎となります均等割額は

５万２，０４８円、所得割率は１０．９８％としており、保険料総額では、前年度比８９

万９千円増の５，９４２万６千円を計上しております。 

 ２４４ページの１目、１節、特別徴収保険料は、被保険者数を７８８人と見込み、保険

料額３，６２１万９千円を計上、２目の１節、普通徴収保険料は、被保険者数を２６７人

と見込み、保険料額２，３１５万７千円を計上、２節の普通徴収保険料滞納繰越分につき

ましては、前年同額の５万円を計上しております。 

 次に、２款、１項、広域連合補助金、１目の長寿健康増進事業交付金につきましては、

被保険者の脳ドックの助成金としまして、費用の全額が広域連合より交付されるもので、

１０名分を見込み３３万円を計上しております。 

 ３款、繰入金、１項、１目の保険基盤安定繰入金につきましては、低所得者の保険料軽

減分として、道と町の負担分を合わせまして、前年度比１７１万８千円増の２，３５３万

１千円を計上しております。 

 ２目の事務費繰入金につきましては、広域連合への共通経費分と所要事務経費分を合わ

せまして、前年度比２３万円増の６２０万３千円を計上してございます。増額の要因とし

ましては、後期高齢者医療広域連合で示されます共通経費にかかる繰入金が増額となって

いることによるものでございます。 

 次に、２４５ページ、５款、諸収入、２項、１目の保険料還付金につきましては、納め

すぎました保険料が広域連合から還付されるもので、保険料還付金としまして前年同額の

１０万円を計上しております。 

 続いて、歳出の方、２４７ページになります。 

 １款、１項、１目の一般管理費でございます。右側の２４８ページになりますけども、

プリンタートナー等の消耗品費や、被保険者証の一斉更新によります郵便料の通信運搬費、

後期高齢者医療システム保守業務、後期高齢者医療システム使用料など、一般事務に要し

ます経費として、前年度比５万７千円減の２６９万６千円を計上しております。 

 ２款、１項、１目、保健事業総務費でございます。 

 こちら歳入でも説明しましたが、全額、広域連合からの交付金を受けて実施します被保

険者の脳ドックの助成にかかる費用について、健康診査助成金としまして１０名分の３３

万円を計上しております。 

 次に、２４９ページ、３款、１項、１目の後期高齢者医療広域連合納付金につきまして

は、２５０ページの広域連合共通経費の市町村負担分として、事務費納付金３３５万８千
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円を計上、また、収納した保険料分と低所得者の保険料軽減の保険基盤安定分を合わせま

して、保険料等納付金として８，２９５万８千円を計上し、後期高齢者医療広域連合納付

金の総額で、前年度比２９０万２千円増の８，６３１万６千円を計上しております。 

 ４款、諸支出金です。１項、１目の保険料還付金につきましては、納めすぎました保険

料の還付金として、歳入同額の１０万円を計上しております。 

 以上、令和２年度訓子府町後期高齢者医療特別会計の予算につきまして、提案理由の説

明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げま

す。 

○議長（須河 徹君） ここで昼食のため、休憩いたします。 

 午後は１時から行いますので、参集願います。 

 

休憩 午前１１時４１分 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（須河 徹君） 休憩を解き、会議を継続いたします。 

 西山議員から本日午後、遅参する旨の報告がありました。 

 次に、議案第１０号 令和２年度訓子府町介護保険特別会計予算についての提案理由の

説明を求めます。別冊予算書２５１ページです。 

 福祉保健課業務監。 

○福祉保健課業務監（今田朝幸君） 各会計予算書の２５１ページをお開き願います。 

 議案第１０号 令和２年度訓子府町介護保険特別会計予算につきまして、別冊の予算案

の説明資料を含めましてご説明申し上げます。 

 最初に、別冊の各会計予算案の説明資料の３ページをお開きいただきたいと思います。 

 下段に介護保険会計の予算編成にあたっての基本的な考え方について記載しております。 

 歳入でありますけども、平成３０年度から令和２年度までの第７期事業運営期間に要し

ます保険給付費を基礎として積算しました介護保険料をはじめ、国庫支出金、支払基金交

付金、道支出金を計上したほか、介護認定等にかかる所要額を含めました町負担分の一般

会計からの繰入金を計上しております。 

 歳出の方は、保険給付費、介護認定審査費、事業の運営経費等のほか、一般管理費で介

護保険クラウド使用料を、地域支援事業費に、介護予防・日常生活支援総合事業、包括的

支援・任意事業分を計上しております。 

 資料の９ページをお開きいただきたいと思います。 

 基金の保有状況ですけども、下から２行目に記載してありますように、介護保険特別会

計収支の不足分および介護保険料の抑制のための取り崩しを行うことにより、令和２年度

末の介護給付費準備基金保有見込額は２５万５千円となる見込みでございます。 

 また、同じ資料の３２ページから３７ページにわたり、介護保険特別会計の概要を記載

しておりますけども、この資料の内容につきましては、説明を省略させていただきます。 

 予算書の２５１ページにお戻りください。 

 議案第１０号 令和２年度訓子府町介護保険特別会計予算の第１条では、予算の総額を

歳入歳出それぞれ５億８，６７０万円と定めるものであります。 
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 この予算は前年度当初と比較しまして１，９６０万円、約３．５％の増額計上となって

ございます。 

 第２条では、一時借入金の借入最高額を前年同額の３千万円と定めるものでございます。 

 第３条では、歳出の流用についての定めでありますが、保険給付費の各項の予算に過不

足が生じた場合に同一款内で各項間の流用ができることを定めるものでございます。 

 次に、２５２ページから２５５ページにつきましては、款項ごとにそれぞれの額を記載

しており、２５６ページ、２５７ページには、総括表を載せてありますので、ご覧をいた

だくこととしまして、２５８ページ以降の事項別明細書によって、特徴的なものに限って

説明させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 歳入でございます。 

 １款、保険料でございますが、第７期介護保険事業計画によりまして、平成３０年度か

ら令和２年度までの基準保険料を月額４，８５０円、年額で５万８，２００円として算定

してございます。 

 また、保険料段階は、負担が過重にならないよう、国の標準段階と同じく第１段階から

第９段階に細分化してございます。 

 １項、１目、第１号被保険者保険料、２５９ページの１節、特別徴収保険料につきまし

ては、被保険者総数を１，７７１人と見込み、保険料額を９，３５６万１千円。 

 ２節の普通徴収保険料につきましては、被保険者総数を１９５人と見込み、保険料額を

１，０４０万１千円とし、介護保険料の総額を前年度比５１９万４千円減の１億３９６万

３千円と見込んでおります。 

 ２款、国庫支出金、１項、１目、介護給付費負担金につきましては、現年度分としまし

て、保険給付費に対する国のそれぞれの負担割合を乗じた９，４５７万７千円を計上して

おります。 

 ２項、１目、調整交付金につきましては、財政力格差調整のための交付金でございます

が、現年度分としまして、過去の実績から保険給付費の７．７４％の３，８９０万４千円

を計上しております。 

 ２６０ページでございます。 

 ２目、地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合）交付金につきましては、現年度分

で、介護予防・日常生活支援総合事業費に要する費用の２５％分、３６５万円を計上、３

目の地域支援事業（包括的支援・任意）交付金につきましても現年度分として、包括的支

援事業・任意事業費に対し３８．５％分の４４５万８千円を計上、４目、保険者機能強化

推進交付金としまして、高齢者の自立支援・重度化防止等に関する取り組みに対して７２

万８千円を計上しております。 

 次に、３款、１項、支払基金交付金、１目、介護給付費交付金につきましては、現年度

分としまして、保険給付費の２７％分、１億４，８３２万１千円を計上、２目の地域支援

事業支援交付金につきましては、現年度分としまして、介護予防・日常生活支援総合事業

に要する経費の２７％分、３９４万２千円を計上しております。 

 ４款、道支出金、１項、１目、介護給付費負担金は、現年度分として、保険給付費に対

してそれぞれ道の負担割合を乗じた８，３９５万８千円を計上。 

 ２項、１目、地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合）交付金につきましては、現
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年度分としまして介護予防・日常生活支援総合事業費の１２．５％分の１８２万５千円、

２目の地域支援事業（包括的支援・任意）交付金につきましては、現年度分としまして、

包括的支援事業・任意事業費の１９．２５％分の２２２万９千円をそれぞれ計上しており

ます。 

 次に２６２ページでございます。 

 ６款、１項、１目、介護給付費準備基金繰入金につきましては、介護保険特別会計の収

支不足分１，３１５万８千円を繰り入れするものであります。 

 ２項、１目、一般会計繰入金、２６３ページの１節、介護給付費繰入金につきましては、

保険給付費に要する町負担分１２．５％分の６，８６６万８千円を、２節の地域支援事業

（介護予防・日常生活支援総合）繰入金は、介護予防・日常生活支援総合事業分に要する

町負担分１２．５％の１８２万５千円を、３節の地域支援事業（包括的支援・任意）繰入

金は、包括的支援事業・任意事業費分の１９．２５％分の２２２万９千円を、４節のその

他一般会計繰入金につきましては、特別会計を運営するための事務費等に要する経費とし

まして１，１０５万８千円を、５節、低所得者保険料軽減繰入金につきましては、第１段

階を０．３７５から０．３に、第２段階を０．６２５から０．５に、第３段階を０．７２

５から０．７とそれぞれの基準額に対する負担割合に軽減するため、３１８万２千円を負

担分として繰り入れするものであります。 

 次に、２６６ページになります。歳出の方になります。 

 １款、１項、１目、一般管理費でございますが、介護保険一般事務に要する経費でござ

いますけども、廃止となりました２款、７項、保険者機能強化事業費から、報償費、介護

職員スキルアップ研修会講師謝礼７万７千円を、負担金、補助及び交付金の求人広告費補

助金３０万円を移行して計上しております。 

 委託料は、介護保険番号制度への対応のため、介護保険システム改修業務６４万１千円

を、使用料及び賃借料は、介護保険システムをデータセンターによる運用としたことから

「介護保険システム使用料」９５万７千円などを含めまして、前年度比１７万４千円減の

３５４万４千円を計上するものであります。 

 次に、２項、徴収費、１目の賦課徴収費につきましては、納付書や督促状の送付に使用

する窓開き封筒の印刷費や、郵便料としまして１８万４千円を計上してございます。 

 ３項、１目の介護認定審査会費につきましては、北見市、置戸町と共同設置しておりま

す介護認定審査会経費としまして４５３万９千円を計上。 

 ２６８ページになります。 

 ２目の認定調査費では、介護認定調査に要する経費としまして２０４万２千円を計上し

ております。 

 次に、４項の１目、趣旨普及費につきましては、介護保険制度のＰＲを図るための経費

としまして、前年同額の５０万７千円を計上しております。 

 ５項、１目、計画策定委員会費につきましては、令和３年度からの第８期介護保険事業

計画策定のための経費として１７万２千円を計上しております。 

 次に、２款、保険給付費、１項、１目、居宅介護サービス給付費ですけども、居宅要介

護被保険者の居宅サービスにかかる給付で１億１，７１７万円を。 

 次に、２７０ページになりますけども、３目、地域密着型介護サービス給付費は､認知症
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対応型共同生活介護、いわゆるグループホーム利用に対する給付に７，７２３万２千円を、

５目、施設介護サービス給付費は､施設サービスにかかる給付としまして２億７，１６５万

７千円を計上、７目、居宅介護福祉用具購入費として１００万円を、８目、居宅介護住宅

改修費としまして２００万円、９目の居宅介護サービス計画給付費としまして１，９０６

万８千円をそれぞれ計上しております。 

 ２項、介護予防サービス等諸費につきましては、要支援１、要支援２の被保険者に対し

ます介護予防に要する経費を計上してございます。１目、介護予防サービス給付費は居宅

の要支援者に対する給付で、前年度比４９万５千円増の４６７万７千円を計上。 

 ２７２ページになります。 

 ５目、介護予防福祉用具購入費に５０万円を計上、６目、介護予防住宅改修費に１５０

万円を、７目の介護予防サービス計画給付費につきましては、ケアプランの作成給付でご

ざいますけども、前年度比１０万４千円増の１６２万１千円を計上してございます。 

 ３項、１目、審査支払手数料です。介護給付費の請求にかかる審査支払にかかる手数料

としまして、前年同額の４０万円を計上しております。 

 ４項、１目、高額介護サービス費は、要介護被保険者の介護サービス自己負担額が、一

定額を超えた場合に給付するものでございますけども、前年度比２４７万６千円増の１，

３４６万１千円を計上、２目、高額介護予防サービス費は要支援者に対する高額給付費で

１０万円を計上しております。 

 次に、２７４ページでございます。 

 ５項、１目、高額医療合算介護サービス費、要介護被保険者の介護保険と、医療保険の

自己負担の合計額が、年間で一定額を超えた場合に給付するもので、２３９万４千円を計

上しております。２目、高額医療合算介護予防サービス費につきましては、要支援者に対

する給付となりますけども、１０万円を計上しております。 

 ６項、１目、特定入所者介護サービス費は、施設入所者への食費、居住費の補足的給付

としまして、前年度比１４９万円増の３，６３５万円を計上、３目、特定入所者介護予防

サービス費は、要支援者の短期入所サービス利用者に対します食費、滞在費の補足的給付

としまして１０万円を計上しております。 

 ３款、地域支援事業費、１項、１目、介護予防・生活支援サービス事業費につきまして

は、前年比２４９万円減の１，３９７万２千円を計上しております。主な内容としまして

は、２７７ページになりますけども、委託料のサービス計画作成業務に１１４万８千円、

運動指導等業務に１６５万１千円、１９節、負担金、補助及び交付金の介護予防・生活支

援サービス事業費では、要支援者にかかる訪問介護・通所介護事業に１，１０９万９千円

を計上しております。 

 次に、２目、一般介護予防事業費につきましては、住民が主体的に実施します活動の普

及推進や身近な地域での介護予防事業の実施を目的に６３万１千円を計上しております。

主な内容は、２７７ページの委託料の老人クラブや町内会の集い等のほか、いきいき百歳

体操への専門職派遣による運動指導等業務に４８万１千円を計上しております。 

 ２項、包括的支援事業・任意事業費、１目、総合相談支援事業費につきましては、地域

における関係者とのネットワークを構築するとともに、高齢者の心身の状況や、生活実態、

必要な支援等を把握し、相談を受け、地域における適切な保健・医療・福祉サービスなど
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につながる支援を行うための経費としまして、前年度比３８５万円増の７１７万１千円を

計上しております。主な内容は、一般会計繰出金に、地域包括支援センター職員の人件費

分としまして、前年度比６４６万１千円増の７１１万６千円を計上しております。増額の

主な要因ですけども、４目の地域包括支援センターシステム更新業務の終了により運営経

費が減少したことによるものでございます。 

 ３目、包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費につきましては、主治医・ケアマネ

ージャー・地域の関係機関との連携を通じて、ケアマネジメントの後方支援を行うための

経費としまして、前年度比２１万円減の２１万２千円を計上しております。減額の要因は、

地域包括支援センター職員の主任介護支援専門員の資格取得にかかる旅費がなくなったこ

とによります。 

 ４目、地域包括支援センター運営費につきましては、介護サービス事業者のネットワー

ク化など支援システムを構築する取り組みや地域包括支援センターの運営協議会に要する

経費としまして、前年比３６２万６千円減の１２１万１千円を計上しております。減額の

要因は、委託料、地域包括支援センターシステム更新業務の終了によるものでございます。 

 次に、５目、生活支援体制整備事業費でございます。こちらは生活支援・介護予防サー

ビスの体制整備にかかる協議体や生活支援コーディネーターの経費でございまして、１２

３万円を計上しております。 

 ６目、認知症総合支援事業費につきましては、認知症初期集中支援推進事業にかかる経

費としまして４４万８千円を計上。内容としまして認知症初期集中支援チーム業務に北見

赤十字病院への委託料としまして３１万１千円を計上しております。 

 ７目です。在宅医療・介護連携推進事業費につきましては、在宅医療と介護の連携に要

する経費としまして２２万７千円を計上。２０万１千円の増額の要因としましては、令和

２年度につきましては隔年実施の多職種による研修会の開催年であるため、講師謝礼２０

万円を計上したことによるものでございます。 

 次に、２８０ページです。 

 ８目、地域ケア会議推進事業費につきましては、前年比３万円増の４万５千円を計上し

ております。これは、新たに地域ケア会議においてリハビリ専門職によりますケアマネジ

メント支援にかかる事業報償３万円の計上によるものでございます。９目、任意事業費は、

認知症高齢者等に対する成年後見制度利用にかかる経費と、家族介護用品購入費に対する

助成費用としまして１０２万８千円を計上しております。 

 以上、令和２年度介護保険特別会計予算について、提案理由の説明をさせていただきま

した。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） ここで出欠報告をいたします。 

 １３時１５分に西山が遅れて出席しております。従って全議員の出席であります。 

 次に、議案第１１号 令和２年度訓子府町下水道事業特別会計予算についての提案理由

の説明を求めます。別冊予算書２８５ページです。 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（原口周司君） 議案第１１号 令和２年度訓子府町下水道事業特別会計

予算につきまして、ご説明いたします。 

 予算書に入ります前に別冊の各会計予算案の説明資料の４ページをご覧いただきたいと
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思います。 

 下水道会計の予算編成にあたっての大筋を記載しております。 

 まず、歳入につきましては、特に国庫支出金に下水処理施設において大規模な設備更新

を予定しておりまして、１億２千万円あまりの補助金を計上しております。 

 また、地方公営企業法適用化に向けた計画策定業務の財源として、地方公営企業法適用

債を計上しております。 

 次に、歳出につきましては、歳入でご説明した下水道施設の設備改修にかかる工事費を、

また法的化計画策定業務の委託料をそれぞれ新たに計上しております。 

 なお、３８ページ、３９ページに下水道事業特別会計の概要を、４０ページには投資的

事業の内訳を載せておりますので後ほどご覧いただきたいと思います。 

 それでは、予算書の２８５ページに戻りまして、まず第１条で、予算の総額を歳入歳出

それぞれ４憶１，３１０万円と定めるものであります。 

 また、第２項では、歳入歳出予算の区分ごとの金額は、次ページの第１表 歳入歳出予

算によるものと規定しております。 

 第２条では、地方債について規定しています。２９０ページをお開きください。第２表

の地方債でありますが、起債限度額を農業集落排水施設整備事業で１億２，１００万円、

個別排水処理施設整備事業で１，３７０万円、公営企業会計適用で２８０万円、合わせて

１億３，７５０万円を定めようとするものであります。 

 ２８５ページに戻りまして、第３条の一時借入金につきましては、借入最高額を１億円

と定めるものであります。 

 それでは、総括の部分は割愛しまして、２９３ページの事項熱明細書、歳入をご覧くだ

さい。右側の説明欄の特徴的な部分についてご説明いたします。 

 ２款、１項、１目、農業集落排水施設使用料につきましては、前年度使用料の実績を勘

案し５，０８２万４千円を計上しております。 

 ２目、個別排水処理施設使用料につきましては、本年度の新規設置数なども見込みまし

て１，５３２万円を計上しております。 

 ３款、１項、１目の国庫補助金につきましては、農山漁村地域整備交付金事業により訓

子府地区および末広地区処理センターの設備改修のための工事費など２億４，２００万円

に対する補助率が５０％ということで１憶２，１００万円を計上しております。 

 次に、２９５ページ、４款、１項、１目、一般会計繰入金につきましては、歳出総額か

ら分担金、使用料、補助金、町債等の自主財源および特定財源を差し引き、その不足額を

一般会計から繰り入れするもので、前年度と比較しまして１，２２３万２千円減となる８，

５７９万５千円を計上しております。 

 ６款、３項、１目、雑入につきましては、道道改修に伴う移設補償費の３８万６千円を

見込んでおります。 

 次に、７款、１項、１目、農業集落排水事業債につきましては、農業集落排水施設改修

工事等の補助残に充てるために、下水道債と過疎債、合わせて１億２，１００万円を計上

しております。 

 ２目、個別排水処理施設整備事業債につきましては、工事費の起債対象経費分として、

下水道債と過疎債あわせて１，３７０万円を計上しております。 
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 ３目、公営企業適用債につきましては、国から令和５年度までに下水道事業を地方公営

企業法の適用に移行することが要請されていることから、それに要する令和２年度分の費

用として２８０万円を計上しております。 

 次に、２９９ページからの歳出について説明いたします。 

 全体をとおしまして、事業費などの物件費や委託料については、各施設の運転、運用に

かかる資材費や燃料代、委託業務費用となっておりまして、前年度の実績を基本に計上し

ておりますので、増減の大きな部分を中心に説明させていただきます。 

 １款、１項、１目、一般管理費につきましては、前年と比較し３１５万９千円増の５４

２万９千円を計上しております。 

 ９節、旅費ついては、昨年度終了しました浄化槽技術管理者講習を東京都で受講するた

めの経費を減額し、２７万４千円を計上しております。 

 １３節、委託料は、下水道事業を地方公営企業法の適用にするために、令和２年度につ

いては、その適用範囲、業務工程、準備体制などの基本計画を作成するための支援業務の

費用として２８５万円を計上しております。 

 １９節、負担金、補助及び交付金は旅費の関係で講習受講の負担金４万９千円を減額し

１万７千円を計上しております。 

 ２７節、公課費につきましては、来年度は消費税の納付が見込まれまして、２７万２千

円を計上。 

 １８節、繰出金は、使用料賦課徴収経費の下水道負担分として、水道事業会計へ繰り出

す１９７万４千円を計上しております。 

 次の２項、１目、農業集落排水管理費につきましては、前年度と比較し１５３万９千円

減の６，５０１万７千円を計上しております。 

 １１節、需用費の消耗品費では、汚泥堆肥試験運用の終了によりまして２７万５千円減

の１０万５千円を計上。 

 同じく修繕料では、施設小破損修繕料を実績に基づきまして５０万円を減じ５００万円

を計上。 

 １２節の役務費、手数料では、末広地区処理センターの汚泥引き抜き実績減などにより、

５２万５千円減の２１１万３千円を計上。 

 １３節、委託料では、浄化槽汚泥の堆肥化する費用の実績減により８１万６千円減の３，

９９７万２千円を計上しております。 

 次の３０１ページ、２目、個別排水管理費につきましては、前年と比較し５９万５千円

増の１，９０５万円を計上しております。 

 １１節、需用費、修繕料では、合併浄化槽の部品の入れ替えにより１１万７千円増の４

８万９千円を計上。 

 １３節、委託料では、合併浄化槽保守点検業務で労務単価の増により２９万５千円増の

１，５４１万１千円を計上しております。 

 次に、２款、１項、１目、農業集落排水事業費につきましては、前年度と比較して２億

１，４２３万７千円増の２億４，２１６万６千円を計上しております。 

 １３節、委託料では、平成２８年度から国庫補助事業を活用しながら進めている処理施

設の整備更新について、今年度は工事の実施設計が完了し、来年度はその工事を実際に進
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めるための数量算定と工事管理業務を委託する経費、あわせて６４０万円を計上しており

ます。 

 １５節、工事請負費では、設備更新工事、３か年の全体事業費の約４７％にあたります

初年度分の工事費２億３，５６０万円を計上しております。この財源につきましては収入

でもご説明しましたが、国庫補助金５０％と残りは起債となっております。 

 １９節、負担金、補助及び交付金では、今回の設備更新事業に伴う土地改良事業団連合

会の特別徴収金１６万６千円を計上しております。 

 ２目、個別排水処理施設整備事業費につきましては、前年度と比較し１１５万１千円増

の２，０２１万円を計上しております。 

 １３節、委託料では、新規に個別浄化槽の放水地下浸透における実質試験業務費７６万

８千円を追加し１８８万４千円を計上しております。 

 ３０３ページ、３款、１項、公債費については、償還計画に基づき必要額を計上してお

ります。 

 一つ飛ばしまして３０５ページにつきましては、地方債の調書であります。令和２年度

末における元金残高は増減を算定し、表の右下の記載のとおり５億６，４２９万１千円と

なる見込みであります。 

 以上、令和２年度訓子府町下水道事業特別会計の予算について、その提案理由の説明を

させていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第１２号 令和２年度訓子府町水道事業会計予算につ

いての提案理由の説明を求めます。別冊予算書３０７ページです。 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（原口周司君） 議案第１２号 令和２年度訓子府町水道事業会計予算に

つきまして、提案理由の説明をいたします。 

 第１条の規定によりまして、第２条では、業務の予定量を定めております。給水件数は

２，１００件、年間総給水量は６２万㎥、１日平均給水量は１，６９９㎥とし、主要な建

設改良事業につきましては、南７線道路改良支障物件移設事業、総事業費８８０万円、老

朽管更新事業、総事業費４，８７９万６千円、道道北見置戸線支障物件移設事業、総事業

費１，５００万円、機械更新事業、事業費１，４７５万１千円となっております。 

 次に、第３条では、収益的収支及び支出の予定額を定めるもので、収入については、第

１款、水道事業収益が第１項、営業収益と第２項、営業外収益あわせて１億７，４７８万

９千円の計上です。支出については、第１款、水道事業費用が第１項、営業費用、第２項、

営業外費用、第３項、予備費をあわせて１億４，９６７万１千円の計上となります。 

 次に、第４条では、資本的収支及び支出の予定額を定めるもので、収入については、第

１款、資本的収入が第１項、企業債、第２項、補助金、第３項、補償金をあわせ１億３１

０万６千円を計上しております。 

 支出については、第１款、資本的支出が第１項、建設改良費、第２項、企業債償還金を

あわせ１億３，４６１万４千円の計上でありますけども、第４条の括弧書きに記載してお

りますとおり収入額が支出額に対して不足する額３，１５１万円は過年度分損益勘定留保

資金で補填するものであります。 

 なお、３条の収益収支及び４条の資本的収支の計上内容につきましては、後ほど３１１
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ページ以降の実施計画説明書で説明させていただきます。 

 次に、３０８ページ、第５条の企業債につきましては、表に記載のとおり各事業の起債

限度額の合計を８，４７０万円とし、証書借り入れで年利５％以内、償還方法は記載のと

おりとなっております。 

 第６条の一時借入金の限度額につきましては、１億円と定めております。 

 第７条につきましては、議会の議決を経なければ流用することのできない経費として、

職員給与費で３，７０５万円と定めております。 

 次の第８条につきましては、一般会計などからこの会計に補助を受ける金額を２，９９

２万円と定めるものです。 

 第９条のたな卸資産につきましては、メーター機等の購入限度額を８７０万３千円と定

めております。 

 それでは、３１１ページ以降の令和２年度訓子府町水道事業会計予算実施計画説明書に

ついて説明いたします。 

 まず、収益的収入及び支出については、経営活動に伴い発生するすべての収益と費用を

計上するものですが、全体をとおして直近の実績に基づいて計上しております。説明につ

いては右側の説明欄に沿って特徴的な部分を中心に説明いたします。 

 まず、収益的収入の１款、１項、営業収益、１目、給水収益ですが、水道料金につきま

しては、過去３年間の使用水量を勘案し１億４，８６７万１千円を計上しております。 

 ２目、その他営業収益ですが、上の手数料、指定給水装置工事事業者指定手数料で、こ

れは制度改正により５年更新制度が導入され、その件数を見込んで１０万１千円を計上し、

それを含め２３９万４千円を計上しております。 

 次に、２項、営業外収益、２目、他会計補助金ですが、下水道事業業務併任分として、

人件費補助８８８万３千円を含め１，２６５万３千円を計上しております。３目、長期前

受金戻入は、補助金、工事負担金、受贈財産をもって取得した資産について、その減価償

却にあわせて収益化するもので、合計で１，１０３万２千円を計上しております。 

 次に、３１２ページの収益的支出ですが、１款、１項、営業費用、１目、原水及び浄水

費、これは水源地と浄水場に要する経費になります。手数料の水質検査手数料については、

浄水試験単価の上昇等により５９万３千円増の３１７万２千円とし、これを含めて１，８

１８万９千円を計上。 

 次に、２目、配水及び給水費、これは配水池と配水設備に要する経費になります。修繕

費の検満メータ設備整備については２７２基の設置料として４１３万９千円、同じく材料

費の水道メータ器については、その購入費用として７９３万７千円、これを含め２，３８

７万６千円を計上。 

 次に、３１３ページ、３目、総係費ですが、これは職員人件費、業務委託費、事務経費

等に要する経費になります。給料、手当、賞与引当金繰入額、法定福利費については職員

５名分の計上となっておりますが、収入の方でもご説明しましたが、下水道事業事務の併

任分につきましては、一般会計から補助として充当されております。 

 次、中段、備消品費では、公用車の冬タイヤの入れ替えがありまして２８万３千円、４

行下の委託料では、その他業務委託において、本年度はアセットマネジメント、これは長

期的視野に立った計画的な資産管理と財政見通し資産を言いますが、これと水道ビジョン
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の策定の業務委託が完了し、来年度は最終段階である経営戦略、これは向こう１０年間の

経営の基本計画をいいますが、これの業務委託費３４７万６千円を計上、それらをあわせ

て５，７８５万８千円を計上。 

 次に、３１４ページ、４目、減価償却費は、有形・無形固定資産について、それぞれ今

年度費用の該当分３，７１５万４千円を計上しております。 

 ５目、資産減耗費については、減価償却が終了していない固定資産の廃棄に伴うもので、

該当分７８万９千円を計上しております。この２目につきましては、いずれも現金支出の

伴わない企業会計特有の予算計上となっております。 

 次に、２項、営業外費用、１目、支払利息は、それぞれ必要額９５５万８千円を計上。 

 ２目、消費税及び地方消費税の消費税納付については、支出よりも収入にかかる消費税

額が大きくなる見込みで１７４万７千円を計上しております。 

 ３目、雑支出は、全体の約１％となる水道使用料還付金１９万円を含め２０万円を計上。 

 ３項、予備費につきましては、例年と同額の３０万円を計上しております。 

 次に、３１５ページ、資本的収入及び支出につきましては、施設の建設など固定資産の

取得にかかる収支を計上するものです。 

 まず、資本的収入でありますが、１款、１項、１目、建設改良等に充てるための企業債

につきましては、道営継続事業である南７線、老朽管の更新では東１丁目線、南８線、南

１０線の３路線、それから道道北見置戸線、これは穂波工区になります。それから機器更

新、これは浄化槽の水中ポンプ４台を予定しております。これらに充てる企業債８，４７

０万円を計上しております。 

 ２項、１目の他会計補助金につきましては、過去に実施しました事業の起債償還元金に

対する一般会計からの補助金１，７２６万７千円を計上しております。 

 ３項、１目、補償金につきましては、南７線と道道北見置戸線の工事に伴う道からの補

償金、あわせて１１３万９千円の計上になります。 

 次に、３１６ページ、資本的支出ですが、１款、１項、１目、施設改良費につきまして

は、南７線支障物件移設延長４００ｍ分で８８０万円、老朽管更新では東１丁目線、これ

は延長１６０ｍで９９０万円、南８線延長３８０ｍ分で１，６７２万円、南１０線、これ

延長５６０ｍ分で２，２１７万６千円、機器更新、これは水中ポンプ４台分で１，４７５

万１千円、この６事業あわせて８，７３４万７千円を計上しております。 

 ２目、固定資産購入費につきましては、量水器設備費として新設のメーター器１９台の

購入代金７６万６千円を計上しております。 

 ２項、１目、企業債償還金については、償還計画額の４，６５０万１千円を計上してお

ります。 

 次に、３１７ページの令和２年度水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書につきま

しては、１年度中の現金の流れをみるための報告書でありますが、業務活動ではプラス４，

６９７万３千円、投資活動ではマイナス６，１６９万５千円、財務活動では、プラス３，

８１９万円で、トータルの資金増加額はプラス２，３４７万７千円を予定しております。 

 ３１８ページ、給与費明細書、これ以降の財務諸表等につきましては、後ほどご覧いた

だくとしまして、説明については割愛させていただきます。 

 それと別冊の各会計予算案の説明資料４１ページの方には投資的事業の概要、また４６
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ページと４７ページにはその整備箇所について図示しておりますので、後ほどご覧いただ

きたいと思います。 

 以上、令和２年度訓子府町水道事業会計の予算について、その提案理由の説明をさせて

いただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 以上をもって、議案第１３号、議案第１６号、議案第１８号、議

案第７号から議案第１２号までの各案に対する提案理由の説明が終了いたしました。 

 

    ◎議案第１４号、議案第１５号、議案第１７号、議案第１９号、議案第２０号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第２１、議案第１４号、日程第２２、議案第１５号、

日程第２３、議案第１７号、日程第２４、議案第１９号、日程第２５、議案第２０号を議

題といたします。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第１４号 職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いての提案理由の説明を求めます。議案書８０ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 議案書の８０ページをご覧ください。 

 議案第１４号 職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例の制定について。 

 職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２６年条例第４号）の一部を改正する条例を制定

しようとするものであります。 

 会計年度任用職員の服務の宣誓については、さまざまな職種に応じた方法で行うことを

明らかにするため、職員の服務の宣誓に関する条例を改正しようとするものでございます。 

 記以下の説明をさせていただきます。 

 職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例。 

 職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２６年条例第４号）の一部を次のように改正する

ものでございます。 

 第２条の次に次の１項を加える。 

 第２項、地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の服務の宣誓に

ついては、前項の規定にかかわらず、任命権者は、別段の定めをすることができる。 

 附則といたしまして、この条例は、令和２年４月１日から施行するものでございます。 

 以上、議案第１４号 職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例について、

提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定いただきますようよろしく

お願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第１５号 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書８１ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 議案書の８１ページをご覧ください。 

 議案第１５号 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて。 

 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１４年条例第２１号）の一部を改正する条

例を次のように制定するものでございます。 
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 職員の超過勤務を命じる時間の上限を原則１か月について４５時間、１年について３６

０時間の範囲内で規則で定めるため、職員の勤務時間、休暇等に関する条例を改正しよう

とするものでございます。 

 記以下の説明をさせていただきます。 

 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例。 

 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１４年条例第２１号）の一部を次のように

改正するものでございます。 

 第８条に次の１項を加える。 

 第３項 前項に規定するもののほか、同項に規定する正規の勤務時間以外の時間におけ

る勤務に関し必要な事項は、規則で定める。 

 附則といたしまして、この条例は令和２年４月１日から施行するものでございます。 

 以上、議案第１５号 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて、提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定いただきますようよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第１７号 災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を

改正する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書８４ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 議案書８４ページをご覧いただきたいと思います。 

 議案第１７号 災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例の制定について。 

 災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年条例第２５号）の一部を改正する条例を

次のように制定するものでございます。 

 災害弔慰金の支給等に関する法律および災害弔慰金の支給等に関する法律施行令の一部

改正に伴い、災害弔慰金の支給等に関する条例を改正しようとするものでございます。 

 記以下の説明をさせていただきます。 

 災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例。 

 災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年条例第２５号）の一部を次のように改正

する。 

 説明につきましては、次の８５ページの災害弔慰金の支給に関する条例の一部改正（案）

新旧対照表で行いますので、ご覧をいただきたいと思います。 

 左側が改正案、右側が現行でございます。下線部が今回の改正部分となります。 

 第１４条を改正案のとおり、第１項で、災害援護資金の貸付を受けようとする者は、保

証人を立てることができる。 

 第２項では、災害援護資金は、保証人を立てる場合は無利子とし、保証人を立てない場

合は、据置期間中は無利子とし、据置期間後はその利率を延滞の場合を除き年１パーセン

トとする。 

 第３項で、第１項の保証人は、災害援護資金の貸付を受けた者と連帯して債務を負担す

るものとし、令第９条の違約金を包含するものとすると改め、第１５条第３項では、償還

金の支払猶予、償還免除、報告等、一時償還及び違約金については、法第１３条、第１４

条第１項及び第１６条並びに令第８条、第９条及び第１２条の規定によるものとする。に

改めるものであります。 
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 次にページを戻っていただき、８４ページの附則といたしまして、この条例は公布の日

から施行するものでございます。 

 以上、議案第１７号 災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例について、

提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定いただきますようよろしく

お願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第１９号 訓子府町営住宅管理条例の一部を改正する

条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書８８ページです。 

 建設課長。 

○建設課長（渡辺克人君） 議案書の８８ページをお開き願います。 

 議案第１９号 訓子府町営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定について、提案理

由の説明をさせていただきます。 

 今回の条例改正につきましては、「公営住宅法」等の改正により、町営住宅入居者である

認知症患者等の収入申告義務が緩和されたことから、訓子府町営住宅管理条例を改正しよ

うとするものであります。 

 公営住宅の家賃決定に当たっては、毎年度、入居者からの収入申告に基づき、定めるこ

ととなっておりますが、この改正によりまして、認知症患者等の入居者からの収入申告が

困難と認める場合にあっては、町が官公署の書類の閲覧等により、把握した収入状況をも

って、当該入居者の家賃を定めることが可能とされたことから、これにかかわる規定を追

加するほか、関係法令の条ずれにより、引用条項を改めようとするものでございます。 

 訓子府町営住宅管理条例（平成９年８月１４日条例第１２号）の一部を改正する条例を

次のように制定しようとする。 

 記以下の別紙につきましては、８９ページに改正条文が記載されておりますが、その内

容については、９０ページからの新旧対照表でご説明させていただきます。 

 右が現行、左が改正案となっており、改正部分に下線を引いてございます。 

 最初に、引用条項の改めとなりますが、第６条は、入居者の資格について規定しており

ます。この中で引用しております福島復興再生特別措置法（平成２４年法律第２５号）の

条ずれによりまして、第２０条第１項を第３９条に改めるものでございます。 

 次に、同じく引用条項の改めとなりますが、第１３条、同居の承認の規定につきまして

は、公営住宅法施行規則、本条例では「省令」としておりますが、この省令の条ずれによ

りまして、「省令第１０条」を「省令第１１条」に改めるものでございます。 

 次に、第１４条、入居の承継の規定につきましても、同じく省令の条ずれにより、「省令

第１１条」を「省令第１２条」に改めるものでございます。 

 次に、第１５条は、家賃の決定の規定ですが、新しく第４項を追加しております。 

 前段でご説明しておりますが、町営住宅の家賃決定に当たっては、毎年度、入居者から

の収入申告に基づき、定めることとなっておりますが、「介護保険法に規定する認知症であ

る者」「知的障害者福祉法で規定する知的障害者」また、省令第８条で定める者として「精

神保健及び精神障害者福祉に関する法律に規定する精神障害者」その他、これらに準じる

方々において、収入申告することが困難な事情にあると認めるときは、町が官公署の書類

の閲覧等により把握した収入状況をもって、当該入居者の家賃を定めることができる規定

としております。 
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 次に、第１６条、収入の申告等の第２項の規定につきましては、省令の条ずれにより「省

令第８条」を「省令第７条」に改めるものでございます。 

 また、第３項につきましては、収入の申告に基づき、収入の額を認定し、その額を入居

者に通知する規定となっておりますが、ここに先ほどの第１５条第４項で規定しました認

知症患者等の入居者の収入について、町が官公署の書類の閲覧等により把握した収入状況

をもって収入の額を認定し、その額を入居者に通知する規定を追加しております。 

 次に、第３２条は、収入超過者に対する家賃についての規定であります。 

 第１項は、収入超過者と認定された入居者の家賃について規定しておりますが、この中

に、先ほどの第１５条第４項を引用し、認知症患者等で収入申告が困難な場合についての

規定を追加しております。 

 第２項は、収入超過者の家賃の算出方法について規定しておりますが、この算出方法に

ついては、公営住宅法施行令、本条例では「政令」としておりますが、この政令第８条第

２項に規定された算出方法によることとしておりますが、これに同条第３項を追加し、認

知症患者等で収入申告が困難な場合について、第２項に準じる規定を追加しております。 

 次に、第３４条は、高額所得者に対する家賃等についての規定であります。 

 第１項では、高額所得者と認定された入居者の家賃について規定しておりますが、この

中に、同じく先ほどの第１５条第４項を引用し、認知症患者等で収入申告が困難な場合に

ついての規定を追加しております。 

 次に、第３７条は、収入状況の報告の請求等についての規定でありますが、第１項では、

入居者の収入状況について、当該入居者若しくはその雇主、その取引先、その他関係人に

報告を求めること、又は官公署に必要な書類を閲覧すること等について規定しております

が、この中に、先ほどの第１５条第４項を引用し、認知症患者等で収入申告が困難な場合

についての規定を追加しております。 

 次に、第４０条は、町営住宅建替事業に係る家賃の特例についての規定であります。 

 町営住宅の建て替えに伴い、現入居者の建て替え後の家賃が従前の家賃を超える場合の

減額について規定しておりますが、この中に、先ほどの第１５条第４項を引用し、認知症

患者等で収入申告が困難な場合についての規定を追加しております。 

 また、政令の条ずれにより「政令第１１条」を「政令第１２条」に改めるものでござい

ます。 

 次に、第４１条は、町営住宅の用途の廃止による他の町営住宅への入居の際の家賃の特

例についての規定であります。町営住宅の用途廃止に伴い、現入居者が他の町営住宅に入

居し、従前の家賃を超える場合の減額について規定しておりますが、この中に、先ほどの

第１５条第４項を引用し、認知症患者等で収入申告が困難な場合についての規定を追加し

ております。 

 また、政令の条ずれにより「政令第１１条」を「政令第１２条」に改めるものでござい

ます。 

 次に、第５４条は、家賃についての規定でありますが、この家賃につきましては、町営

住宅を特定公共賃貸住宅として使用する場合の家賃についての規定としておりますが、先

ほどの第１５条第４項を引用し、認知症患者等で収入申告が困難な場合についての規定を

追加しております。 
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 最後に、第５５条の準用についての規定でありますが、町営住宅を特定公共賃貸住宅と

して使用する場合、町営住宅管理条例の条文を準用する規定としておりますが、この中に、

先ほどの第１５条第４項を引用し、認知症患者等で収入申告が困難な場合についての規定

を追加しております。 

 ８９ページにお戻りください。 

 附則の説明をさせていただきます。 

 施行期日について規定しておりますが、この条例は、公布の日から施行するものであり

ます。 

 以上、議案第１９号 訓子府町営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定について、

その提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしく

お願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第２０号 地方自治法等の一部を改正する法律の施行

に伴う関係条例の整備に関する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書

９４ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 議案書の９４ページをご覧ください。 

 議案第２０号 地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関す

る条例の制定について。 

 地方自治法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第５４号）の施行に伴う関係条例

の整備に関する条例を次のように制定しようとするものでございます。 

 地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴い、引用している条文の条ずれにより関

係する３条例の整備を行うため条例を改正しようとするものであります。 

 記以下の説明をさせていただきます。 

 地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例。 

 説明につきましては、次の９５ページの新旧対照表で行いますのでご覧いただきたいと

思います。 

 左側が改正案、右側が現行でございます。下線部が今回の改正部分となります。 

 第１条の監査委員条例の一部改正（案）新旧対照表では、第２条中「法２４３条の２第

３項」を「法２４３条の２の２第３項」に改めるものでございます。 

 中段になります。 

 第２条の昭和天皇の崩御に伴う職員の懲戒免除及び職員の賠償責任に基づく債務の免除

に関する条例の一部改正（案）新旧対照表の第３条中「地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２４３条の２」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の２」

に改めるものでございます。 

 下段になります。 

 第３条の訓子府町簡易水道事業の設置等に関する条例の一部改正（案）新旧対照表の第

６条中「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第４項」を「地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の２第４項」に改めるものです。 

 次に、９４ページに戻っていただき、附則をご覧いただきたいと思います。 

 この条例は、令和２年４月１日から施行するものであります。 
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 以上、議案第２０号 地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備

に関する条例の制定について、提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご

決定いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 以上をもって、議案第１４号、議案第１５号、議案第１７号、議

案第１９号、議案第２０号の各案に対する提案理由の説明が終了いたしました。 

 ここで上下水道課より、訂正報告がありますので、発言を許します。 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（原口周司君） 来年度の予算書の中に記載の誤りがございましたので訂

正をお願いいたします。 

 ３０７ページ、議案第１２号になります。 

 下に第４条がございますが、この条文の括弧書きの中に３，１５１万円という数字がご

ざいますが、これを３，１５０万８千円、３１，５０８に訂正をお願いいたします。 

 よろしくお願いします。 

〇議長（須河 徹君） ここで議事について、議会運営委員長ならびに副議長と協議のた

めに、１４時２５分まで休憩といたします。 

 

休憩 午後 ２時 ８分 

再開 午後 ２時２５分 

 

○議長（須河 徹君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 議案第２０号の訂正の申し出がありましたので、発言を許します。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） ただいま、提案説明を申し上げた議案第２０号 地方自治法

等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定についての改正

条文の中でございます。９４ページでございますけども、第２条の括弧書きの部分で、昭

和天皇の崩御に伴う職員の懲戒免除及び、その次にですね「職員の」が抜けてございまし

た。それとその下になります。第２条の部分も同様に条例名に懲戒免除及びの後に「職員

の」という字句が抜けていたということで、この場で訂正をさせていただきたいというふ

うに思います。 

 なお、修正については、後ほど修正させていただいた議案を差し替えというか修正させ

ていただきたいということと、先ほど上下水道課長から訂正もありました議案第１２号の

数字の部分につきましても同様に修正をさせていただきたいと思いますので、よろしくお

願い申し上げます。申し訳ございませんでした。 

 

    ◎議事日程の変更 

〇議長（須河 徹君） お諮りいたします。 

 ただいま、議会運営委員長ならびに副議長と協議の結果、これより、日程の順序を変更

し、日程第２７、報告第１号、日程第２８、報告第２号、日程第２９、報告第３号、日程

第３０、所管事務調査についてを先に審議したいと思います。 

 これにご異議ありませんか。 
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（「異議なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 異議なしと認めます。 

 よって、この際、日程の順序を変更し、日程第２７、報告第１号、日程第２８、報告第

２号、日程第２９、報告第３号、日程第３０、所管事務調査については先に審議すること

に決定いたしました。 

 

    ◎報告第１号 

○議長（須河 徹君） 日程第２７、報告第１号 定期監査結果報告についてを議題とい

たします。議案書９７ページです。 

 職員に報告を朗読させます。 

○議会事務局長（八鍬光邦君） 議案書の９７ページをお開き願います。 

 報告第１号 定期監査結果報告について。 

 監査委員から定期監査について、次のとおり報告があった。 

 令和２年３月５日提出、訓子府町議会議長、須河 徹。 

 記、別紙。 

 次のページ、９８ページをご覧ください。 

令和２年２月３日 

訓子府町議会議長  須河 徹    様 

訓子府町監査委員  平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員  河 端 芳 惠 

令和元年度 定期監査の結果報告について 

  地方自治法第１９９条第９項の規定によって、令和元年度の定期監査の結果を報告しま

す。 

記 

令和元年度定期監査結果報告書 別紙。 

 １００ページをお開き願います。 

 「３．監査結果及び意見」という項目がございます。この報告のみを朗読させていただ

きまして、それ以外の報告書の資料につきましては、説明を省略させていただきたいと思

います。 

 ３．監査結果及び意見 

 令和元年度の定期監査は、一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、

介護保険特別会計、下水道事業特別会計および水道事業会計の６会計について実施しまし

た。 

 監査の着眼点は、平成３１年４月１日から令和元年１２月３１日までの期間における事

務事業の執行と経営管理の状況を中心としました。 

 監査の具体的内容は、各課等共通事項としては、各課等配当予算の執行状況をみたほか、

備品の調達と管理状況の２点、各課個別事項としては１２項目（別紙１）を重点としたほ

か、担当している３団体（別紙１別表）の事務のうち特に経理事務とその管理を対象とし

ました。 

 また、建設事業執行中の幸栄団地公営住宅、訓子府小学校の学校経理と学校管理状況に
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ついて現地調査を実施しました。 

 それぞれの監査方法は、各課等から提出のあった資料について直接担当している職員の

説明を受け、質疑を行い、関係する書類の突合、点検を行いました。 

 この結果、全ての会計等において法令に従い、町の行政執行の方針に合致し、適期、適

正に執行していることを認めます。 

 今後、出納整理期間までこの執行状況を継続・維持するとともに将来予想される施設整

備費、医療給付費、介護給付費、子育て支援費等の負担増に備えた行財政運営を望みます。 

 以上でございます。 

○議長（須河 徹君） 以上で、本報告を終わります。 

 

    ◎報告第２号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第２８、報告第２号 出納検査結果報告についてを議

題といたします。議案書１１１ページです。 

 職員に報告を朗読させます。 

○議会事務局長（八鍬光邦君） 議案書の１１１ページをお開き願います。 

 報告第２号 出納検査結果報告について。 

 監査委員から出納検査について、次のとおり報告があった。 

 令和２年３月５日提出、訓子府町議会議長、須河 徹。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、令和２年１月１０日町会計管

理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 須河 徹 様 

令和２年１月１０日 

訓子府町監査委員 平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員 河 端 芳 惠 

 

 次のページ、１１２ページから１１４ページにつきましては、説明を省略させていただ

きまして、１１５ページをお開き願います。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、令和２年２月１０日町会計管

理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 須河 徹 様 

令和２年２月１０日 

訓子府町監査委員 平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員 河 端 芳 惠 

 次の１１６ページから１１８ページにつきましても説明を省略させていただきます。 
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 続きまして、追加で配布させていただいております３月分の例月出納検査結果について

ご報告を申し上げます。１１９ページでございます。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、令和２年３月４日町会計管理

者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

 １．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

 訓子府町議会議長 須河 徹 様 

令和２年３月４日 

訓子府町監査委員 平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員 河 端 芳 惠 

 次のページの１２０ページから１２２ページにつきましても先の２件と同様に説明を省

略させていただきます。 

 以上でございます。 

○議長（須河 徹君） 以上で、本報告を終わります。 

 

    ◎報告第３号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第２９、報告第３号 所管事務調査結果報告について

を議題といたします。議案書１２３ページです。 

 二つの常任委員会から令和元年度の閉会中に実施した所管事務調査について、会議規則

第４１条第１項の規定により、各常任委員長から報告をいただきます。 

 まず、最初に、総務文教常任委員会からお願いいたします。 

 ３番、工藤弘喜君。 

○総務文教常任委員会委員長（工藤弘喜君） ただいま、議長からのお許しをいただきま

したので、令和元年度総務文教常任委員会所管事務調査の結果について、ご報告を申し上

げます。 

 この所管事務調査につきましては、令和元年第２回定例会におきまして、令和元年度中、

閉会中も継続調査できるよう議決を受け、実施したものであります。 

 具体的な調査および質疑の内容については省略いたしますが、令和２年１月２１日には、

委員会としての最終的な協議を行い、全委員の一致した意見として報告書のとおり調査所

見としてまとめましたので、今後の町政執行にご配慮いただきたいと思います。 

 なお、その内容につきましては、議案書の１２４ページからの調査所見の朗読をもって、

報告にかえさせていただきたいと思います。 

 それでは報告をいたします。 

 （１）入札執行状況については、町内業者の入札参加の機会確保に配慮しながら、引き

続き公正な執行に努めることを望むものである。 

 （２）まちづくり推進会議については、その機能を発揮できるように充実を図ることを

望むものである。 

 まちづくりパワーアップ特別対策事業については、新規事業や地域コミュニティへの支

援として、その成果が認められるところであるが、町民へ事業の内容および実績を公表す
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ることに努めるよう望むものである。 

 車座トークや夜間町長室開放など広聴事業については、今後も継続し幅広い町民からの

意見聴取の場の確保を望むものである。 

 （３）国民健康保険事業については、町民負担に配慮した事業の健全な運営を望むもの

である。 

 特定健診は今後も受診率向上に向けた広報に努めるよう望むものである。 

 （４）税の収納状況については、職員の徴収努力により、その成果が認められるところ

である。 

 なお、税の公平性の原則から、滞納繰越額の縮減と新たな滞納者抑制への取り組み継続

を望むものである。 

 （５）各種福祉施策のうち、子ども医療費助成事業については、子育て支援事業として

評価するものであり、今後も事業継続を望むものである。 

 介護保険事業については、利用者の実態に十分配慮した対応を今後も望むものである。 

 また、各地域で介護予防としての１００歳体操の事業効果が認められるので、さらなる

普及に努めることを望むものである。 

 認知症高齢者見守り事業については、状況把握に努め、必要なサービス提供につなげる

ことを求めるものである。 

 除雪サービス事業については、大いに評価できるが、今後においては継続に向けた課題

の整理を望むものである。 

 高齢者ハイヤー利用サービス事業、路線バス高齢者支援事業については、制度拡充の効

果が認められ、さらなる利用者への周知を望むものである。 

 （６）児童センターについては、子育て・教育面等において大きな効果が認められ、今

後とも利用者の声を生かした運営に努めることを望むものである。 

 （７）各種予防業務の実施については、各種事業内容は充実していると認められる。広

報の工夫が見られるが、受診率向上のため未実施者への啓発に努めることを望むものであ

る。 

 （８）子育て支援センターについては、子育て世代への相談の場、母親などの交流・情

報交換の場としての効果が認められ、今後も適正な運営を望むものである。 

 （９）こども園の運営については、異年齢教育・保育の効果が見られる。引き続き、体

制整備を含め適正な運営に努めることを望むものである。 

 （１０）スポーツセンター及び温水プールについては、町民へのスポーツの普及と健康

管理を目的とした事業の継続・推進により、さらなる利用拡大を目指すことを望むもので

ある。 

 また、事故防止に最善を尽くしながら、今後においては、施設の計画的な維持管理に努

めることを望むものである。 

 （１１）図書館の運営については、今後も本に親しむ事業等、図書の利用拡大に向けた

取り組みの継続を望むものである。 

 歴史館の運営については、入館者の拡大を図るとともに、今後もこれまでの歴史を収集

した伝承資料の整備や活用などで、後世に残す地道な取り組みを望むものである。 

 （１２）青少年研修館については、今後においても施設の目的に沿った利用に努めるこ
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とを望むものである。 

 （１３）その他委員会の所管に関する事項 

 ①地域担当職員制度については、その成果が認められるところであるが、今後に向けて

は、職員の負担を考慮しながら地域との連携を図ることを望むものである。 

 ②ふるさと納税については、町のＰＲ効果を認めるものであり、今後も事業継続を望む

ものである。 

 ③要保護・準要保護児童生徒の就学援助については、子どもの教育、学習機会を保障す

るため、今後も継続しさらに充実を図ることを望むものである。 

 ④教育専門員の活動実績については、現状を評価するものであり、今後のさらなる活動

を望むものである。 

 ⑤地域巡回講座については、講座の内容充実と一層のＰＲを望むものである。 

 ⑥文化・芸術振興事業（アート・タウン・プロジェクト事業）については、広く町民へ

のＰＲに努め、企画委員会による事業への町民参画の機会確保を望むものである。 

 以上をもって、総務文教常任委員会所管事務調査結果報告とさせていただきます。どう

もありがとうございます。 

○議長（須河 徹君） 次に、産業建設常任委員会、お願いいたします。 

 ８番、余湖龍三君。 

○産業建設常任委員会委員長（余湖龍三君） それでは、議長からお許しをいただきまし

たので、令和元年度産業建設常任委員会所管事務調査の結果について、ご報告申し上げま

す。 

 所管事務調査の経過につきましては、先ほど総務文教常任委員会のところで述べられて

いましたので、省略させていただくこととし、本委員会においても令和２年１月１７日に

委員会としての最終的な協議を行い、全委員の一致した意見として報告書のとおり、調査

所見としてまとめましたので、今後の町政執行にご配慮いただきたいと思います。 

 なお、その内容については、総務文教常任委員会同様、議案書の１２７ページからの２．

調査所見の朗読をもって、報告にかえさせていただきます。 

 報告いたします。 

 （１）農業振興については、今後もＴＰＰ等に関する国内外の動向、情報を把握すると

ともに、その方向性に十分注視しながら関係団体などと連携し、行政として必要な取り組

みを講じていくことを望むものである。 

 多面的機能支払交付金事業については、事業効果は大いに評価するが、特に災害時にお

ける迅速な対応、本事業の課題整理に向けた保全会との密な協議を望むものである。 

 訓子府農業の多様性を見据えた農地流動化の検討を望むとともに、また担い手対策は、

引き続き地道な活動を願うとともに、婚活事業については内容の工夫を図りながら継続実

施を望むものである。 

 （２）畜産振興については、酪農家の多様な経営形態に応じた振興策を講じるようＪＡ

や関係団体と十分に連携し、支援制度拡充に向け国などに対し強く求めていくことを望む

ものである。 

 また、酪農家の安定経営にとって町営牧場の果たす役割は大きいが、今後は牧場運営の

あり方について利用者との検討を進めることを望むものである。 
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 （３）中小企業の振興については、住環境リフォーム促進事業や店舗出店等支援事業お

よび店舗改修事業など、その効果は大いに評価できることから、事業の継続と拡充を望む

ものである。 

 就労助成金事業および後継者育成助成金事業についても同様に評価するものであるが、

今後商工会とより連携した事業の推進と本人助成金の支給要件の緩和などを望むものであ

る。 

 （４）堆肥供給センターについては、良質でさらに利用者のニーズに応じた堆肥の供給

を図るため、施設等の適切な管理に努めることを望むものである。 

 （５）温泉保養センターの運営については、今後も適切な管理のもと維持管理経費の縮

減に努めるとともに、利用者拡大につなげていくことを望むものである。 

 （６）町営住宅および町有住宅の維持管理については、住宅使用料の滞納額の解消への

努力が認められる。 

 また、今後も町営住宅および町有住宅の有効活用を図るとともに、家族構成と間取りの

関係など多様な住宅ニーズに応じた対応の検討を望むものである。 

 （７）建築および土木事業の執行については、今後とも財政健全化の推進を図るととも

に、計画的な公共工事の執行を望むものである。 

 さらに、大型事業の計画・実施に当たっては、今後も町民への情報提供を図り、財源確

保の努力を求めるものである。 

 （８）下水道事業の運営については、施設更新計画に基づき、引き続き施設の適切な管

理と計画的な整備を行いながら、機能維持に努めていくことを望むものである。 

 （９）上水道事業の運営については、安全で安定した水道水の供給に万全を期すととも

に、今後とも水資源の有効活用のためにも、漏水箇所の早期把握に努め有収率の向上を図

ることを求めるものである。 

 さらに、老朽管の更新計画については、水道ビジョンを基に財源確保や財政状況を見据

え、計画的な推進を望むものである。 

 （１０）道路・河川の維持については、災害などにより恒常的に被災する箇所の解消が

望まれ、今後、中・小河川の計画的な維持管理の遂行を望むものである。 

 また、道路・河川・橋梁などの改修に関わる財源の確保のため、国などに対し引き続き

制度拡充を求めていくことを望むものである。 

 （１１）公園の維持管理については、植生に係る庁内検討会議の前向きな検討を期待す

る。 

 また、全体の維持管理については、日除けの設置など来園者が心地よく過ごせるような

利便向上に努めるとともに町民の利用促進を求めるものである。 

 （１２）町有林の維持管理については、森林の持つ水源かん養機能を重視し、町の財産

としてその価値を高めていくため、森林整備などに関わる財源確保を引き続き国に対し求

めていくとともに、関係機関と連携を図り、適切な管理に努めていくことを望むものであ

る。 

 また、森林認証の活用・ＰＲなどにより、木材産業活性化への施策の推進を図ることを

求めるものである。 

 （１３）その他委員会の所管に関する事項として、随意契約などの小規模工事の執行に
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当たっては、今後も町内産業の振興にも考慮しながら公平で公正な執行を望むものである。 

 以上をもって、産業建設常任委員会所管事務調査結果報告とさせていただきます。あり

がとうございます。 

○議長（須河 徹君） 以上をもって、所管事務調査結果報告を終了いたします。 

 

    ◎所管事務調査について 

○議長（須河 徹君） お諮りいたします。 

 総務文教常任委員会および産業建設常任委員会の２常任委員会の委員長から、所管事務

調査について令和２年度閉会中も継続して調査および審査できるよう議決の願い出が議長

に対して出ております。これを議題とし、総務文教常任委員会および産業建設常任委員会

の所管事務調査を認めることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 異議なしと認めます。 

 よって、総務文教常任委員会および産業建設常任委員会委員長から願い出のあった所管

事務調査項目について、令和２年度閉会中も継続して調査および審査できるよう決定いた

しました。 

 

    ◎散会の宣告 

○議長（須河 徹君） お諮りいたします。 

 本日の会議はこの程度にとどめ、散会いたしたいと思います。 

 これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 異議なしと認めます。 

 よって、本日はこれにて散会することに決定いたしました。 

 ご苦労さまでした。 

 ９日から一般質問を行います。午前９時３０分から開会いたしますので、ご参集よろし

くお願いいたします。 

 

 

散会 午後 ２時５０分 


